
















添付資料② 

 
 
 

環境安心イノベーションプログラム

基本計画 
 

 



平成２１・０３・２４産局第１号

平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ 日

環境安心イノベーションプログラム基本計画

１．目的

資源制約を克服し、環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民

生活を実現するため、革新的な技術開発や低炭素社会の構築等を通じた地球全体での温

室効果ガスの排出削減、廃棄物の発生抑制（リデュース）、製品や部品の再使用（リ

ユース）、原材料としての再利用（リサイクル）推進による循環型社会の形成、バイオ

テクノロジーを活用した環境に優しい製造プロセスや循環型産業システムの創造、化学

物質のリスクの総合的な評価及びリスクを適切に管理する社会システムの構築を推進す

る。

２．政策的位置付け

第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定）及び分野別推進戦略（２００６

年３月総合科学技術会議）における国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進

分野である環境分野及び国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠

な研究開発の推進分野であるエネルギー分野に位置付けられるものであるほか、次のと

おり位置付けられている。

○ 新産業創造戦略２００５（２００５年６月経済産業省）

先端的新産業分野として揚げられた戦略７分野の一つの「環境・エネルギー・機

器・サービス」及び「健康・福祉・機器・サービス」に該当し、「「技術戦略マップ」

を活用し、効果的な研究開発を促進する」ことが今後の取組として指摘されている。

○ 「新・国家エネルギー戦略」（２００６年５月経済産業省）

省エネルギーフロントランナー計画において省エネルギー技術開発の一層の推進を

図ることとしている。

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議）

「環境と経済の両立を図るため、金融面からの環境配慮を進めるとともに、環境技

術の開発、３Ｒイニシアティブやアジア環境行動パートナーシップ構想による優れた

技術・制度の国際的な普及と標準化等に向けた取組を進める」との方針が示されてい

る。

○ イノベーション２５（２００７年６月閣議決定）

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－社会システムの改革戦略－早急に

取り組むべき課題「環境・エネルギー等日本の科学技術力による成長と国際貢献」に

おいて、「環境・資源・エネルギー等の世界的制約となる課題の解決に貢献し、技術開

発や環境整備を通じて持続可能な産業体系・社会基盤・生活を実現することにより世

界と日本の経済成長の原動力とするエコイノベーションを実現すべきである。」との方

針が示されている。

イノベーション立国に向けた政策ロードマップ－技術革新戦略ロードマップ「世界

的課題解決に貢献する社会―ものづくり技術分野」の中で「３Ｒ型設計・生産・メン

テナンス技術、製品の設計・製造段階でのリサイクル阻害物質の使用排除を可能とす

る技術、製品中の有用・有害物質管理技術の開発・標準化」が資源を有効利用し、環

境に配慮したものづくり技術として位置づけられている。

○ ２１世紀環境立国戦略（２００７年６月閣議決定）

今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略の中で「３Ｒ関連法制度等の充実や

技術開発の支援を通じて、製品のライフサイクル全体での天然資源投入量の最小化や



再生資源の高付加価値製品への利用を促進し、資源生産性の更なる向上と環境負荷の

低減を図る」との方針が示されている。

同じく、今後１、２年で重点的に着手すべき八つの戦略のうち「環境・エネルギー

技術を中核とした経済成長－環境技術・環境ビジネスの展開」において「環境重視・

人間重視の技術革新・社会革新を図る「エコイノベーション」というコンセプトの

下、我が国の強みである「ものづくり」と「環境・省エネ」の技術力を梃子に、持続

可能な生産システムへの転換、ゼロエミッション型社会インフラ整備、環境価値を重

視した持続可能な生活の実現に向けた技術革新と社会システム改革を一体的に推進

し、その成果をＯＥＣＤ等を通じて世界に発信する。」との方針が示されている。

○ 「地球温暖化対策技術研究開発の推進について」（２００３年４月総合科学技術会

議）

総合科学技術会議重点分野推進戦略専門委員会に設置された温暖化対策技術プロ

ジェクトチームでまとめられた上記報告書における研究開発推進戦略に対応するもの

である。

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定）

目標達成のための対策と施策のうち地球温暖化対策技術開発の推進に位置づけられ

るものである。

○ Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ－エネルギー革新技術計画（２００８年３月経産省公表）

重点的に取り組むべきエネルギー革新技術「２１」を含むものである。

○ 低炭素社会づくり行動計画（２００８年７月閣議決定）

「低炭素社会を目指し、長期目標を実現するために重要な革新的技術開発の推進及

び既存先進技術の普及促進を行う。」とされている。

○ 産業構造審議会廃棄物・リサイクル小委員会基本政策ワーキンググループ報告書

（２００８年１月）

「近年、安定供給が懸念されているレアメタルの中には、使用製品からの回収・再

利用技術が確立していないものもあることから、回収された使用済製品から効率的に

抽出するための新たな技術の開発にも取り組むべきである。」とされている。

○ バイオマス・ニッポン総合戦略（２００６年３月閣議決定）

バイオマスの変換に関する戦略として、経済性の向上、革新的な変換技術の開発に

取り組むこととしている。

○ ドリームＢＴジャパン（２００８年１２月ＢＴ戦略推進官民会議取りまとめ）

バイオテクノロジー（ＢＴ）を活用して、環境に優しい低炭素社会の実現と環境修

復のための技術開発と実用化支援を行うこととしている。

３．達成目標

Ⅰ．地球温暖化防止新技術

(１) 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減するという長

期目標を達成するため、経済成長と温室効果ガスの排出削減の双方を同時に達成でき

る革新的技術を開発するとともに、低炭素社会モデル構築に向けた取り組みを推進。

【目標】 世界全体の温室効果ガス排出量を現状に比して２０５０年までに半減

(２) 「京都議定書」で課せられた温室効果ガス削減目標の達成

（「京都議定書目標達成計画」に示された各部門の目安としての目標（基準年比）は以

下のとおり）

【目標】

① エネルギー起源ＣＯ２： ＋１．３～２．３％

② 非エネルギー起源ＣＯ２： ▲０．０４％

③ メタン： ▲０．９％



④ 一酸化二窒素： ▲０．６％

⑤ 代替フロン等３ガス： ▲１．６％

（※）「京都議定書目標達成計画」とは、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に

基づき、「京都議定書」の▲６％削減約束を確実に達成するために必要な措置を

定めるものをいう（平成１７ 年４ 月閣議決定、平成１８年７月一部改定、平

成２０年３月全部改定）。

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ

「第２次循環型社会形成推進基本計画（平成２０年３月閣議決定）に基づき、２０１

５年度までに以下の目標の達成を図る。

① 資源生産性：約４２万円／トン （２０００年度：約２６万円／トン）

② 循環利用率：約１４～１５％ （２０００年度：約１０％）

③ 最終処分量：約２３百万トン （２０００年度：約５７百万トン）

（備考）

○ 資源生産性＝(ＧＤＰ)/(天然資源等投入量)

○ 循環利用率＝(循環利用量)/(循環利用量＋天然資源等投入量)

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ

バイオプロセスによって有用物質を生産し、廃棄物や汚染物質を発酵等により処理又

は再資源化するという、循環型の産業システムを実現するために必要な技術基盤の構築

を図るとともに、遺伝子組換え体の産業利用における安全性管理の充実を図る。具体的

には、工業プロセスにバイオテクノロジーを導入することや、微生物や植物機能等を活

用したモノ作り技術の開発、バイオマス利用、及びバイオ技術による産業廃水等処理技

術の開発等を通して、環境調和型産業の創出に資する。

Ⅳ．化学物質総合評価管理

化学物質のリスクの総合的な評価を行いつつ、リスクを評価・管理するための技術体

系を構築する。そのために、化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基盤、事

業者が自らリスクを判断する手段及び国が規制等の施策を講ずる際の手段として、化学

物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的な評価管理を行うための手法を確立する

とともに、リスクの削減に資するプロセス、手法の開発、さらには知的基盤を整備する。

４．研究開発内容

Ⅰ－１．ＣＯ２固定化・有効利用技術

地球温暖化対策のため、排出される二酸化炭素を分離回収・固定化することや、有用

物質に変換する技術を開発し、低炭素社会の構築に資する。

（ⅰ）共通技術開発等

（１）プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発

①概要

二酸化炭素の固定化・有効利用技術開発は、現時点においては基礎的な段階に

属する研究が多く、長期的観点からの取り組みが必要不可欠。このため本事業で

は将来において実現可能性の高い二酸化炭素固定化・有効利用技術に関する革新

的な技術シーズを発掘し、実現可能性を確認した上で、基盤技術として確立する。

②事業期間

１９９９年度～２０１１年度

③実施形態

適切な研究課題等を選定して研究開発を実施。
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（２）地球環境国際研究推進事業

①概要

地球温暖化問題の解決に向け、ＣＴＩ（気候変動技術イニシアティブ）等の国

際的な枠組みを活用し、諸外国の先進的取組との研究協力や、発展途上国への技

術普及を進めることにより、世界的な温暖化問題への取り組みを強化する。

②事業期間

２００２年度～２０１１年度

③実施形態

諸外国との連携のもと、テーマ毎に適切な体制を構築し実施。

（ⅱ）二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）に関する技術開発

（１) 分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の実用化に向け、最大の課題のひとつである

ＣＯ２分離回収コストの大幅低減を目指し、圧力を有するガスからのＣＯ２/Ｈ２

の分離用に期待されている膜分離技術の実用化のため、分子ゲート機能ＣＯ２分

離膜の高圧下におけるＣＯ２/Ｈ２選択性の向上、分離膜モジュールの大型化等に

取り組む。

②技術目標及び達成時期

２０１５年頃において、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等で発生する圧力ガ

スから従来の３分の１程度（１，５００円／ｔ－ＣＯ２程度）のコストでＣＯ２

を分離回収することを可能とする膜分離技術の確立を目指す。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）二酸化炭素貯留隔離技術研究開発

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）（地中貯留及び海洋隔離）の実用化に向け、Ｃ

ＣＳ実施における安全性評価・社会的信頼醸成に必要な基盤技術や手法の開発に

重点的に取り組む。本事業の実施にあたっては、国内外で実施される実証事業等

と必要な連携をしながら取り組む。

また、本事業で獲得した安全性評価等に関する知見を活用し、ＣＣＳ事業を計

画する上での基礎情報である、貯留隔離ポテンシャルの調査を行う。

②技術目標及び達成時期

貯留した二酸化炭素のモニタリング技術、挙動予測手法、環境・生物影響評価、

安全性評価手法の開発、及び全国貯留層賦存量調査を行う。

③研究開発期間

フェーズ１：２０００年度～２００４年度

フェーズ２：２００５年度～２０１２年度

注）本事業は、平成２０年度までの「二酸化炭素地中貯留技術研究開発」（うち実

証試験を除く）と「二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」を統

合したもの。

(参考：「二酸化炭素海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発」の研究開発期間)

フェーズ１：１９９７年度～２００１年度

フェーズ２：２００２年度～２００６年度

フェーズ３：２００７年度～２０１１年度※

※当初単独事業として２０１１年度まで実施する予定であったが、２００９年度



より地中貯留技術研究開発と事業統合。海底下帯水層への地中貯留等に係る、

安全性評価・環境影響評価等にこれまでの成果を活用する。

（３）二酸化炭素削減技術実証試験委託費

①概要

二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）技術の実用化に向けた実証試験を行う。具体

的には、火力発電所等の大規模発生源から分離回収したＣＯ２を年間約１０万ト

ン規模で地下帯水層（地下１，０００ｍ程度）等へ貯留する技術を実証するとと

もに、長期挙動予測可能な二酸化炭素挙動予測シミュレーション技術、モニタリ

ング技術等の基盤技術の確立を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１５年度までに、ＣＣＳ技術の本格導入となる、１００万トン／年規模で

の地中貯留を実現すために必要な基盤技術を確立する。

③研究開発期間

２００８年度（補正）～２０１３年度

（ⅲ）環境調和型製鉄プロセス技術開発（運営費交付金）

①概要

高炉ガスからの効率的な二酸化炭素分離と中低温排熱の有効活用及び水素を炭

素（コークス）の一部代替として鉄鉱石を還元する革新的製鉄プロセスの開発を

行う。

②技術目標及び達成時期

最終的な技術開発目標として製鉄プロセスにおけるＣＯ２排出量を３０％削減

することを目指し、２０５０年までに実用化する。

③研究開発期間

２００８年度～２０１７年度

（ⅳ）大規模植林

（１）バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発

①概要

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により実施し、

これら原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

事業４年目までに、未利用の不良環境地でも生育できる高セルロース樹木を遺

伝子技術により開発し、実証植林を行う。

③研究開発期間

２００８年度～２０１１年度

Ⅰ－２．脱フロン等技術

代替フロンの排出量を抑制するため、代替フロンを削減する技術（脱フロン等技術）

を開発する。

（１）革新的ノンフロン系断熱材技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、住宅・建築物の省エ

ネルギーという社会適用性に応えるため超微細発泡等による断熱性能の向上のための

技術開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

既存のノンフロン断熱材では達成できていない断熱性能を実現し、更には従来のフ



ロン断熱材の断熱性能を超える高断熱性能を実現する断熱材を２０１２年頃を目途に

開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）ノンフロン型省エネ冷凍空調システムの開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、家庭用・業務用及び

運輸用エアコン及びショーケース等に使用可能なノンフロンかつ高効率を達成でき、

安全性についても配慮された新たな冷凍システムの開発を行う。

②技術的目標及び達成時期

２００９年度までに、ノンフロン（自然冷媒等）型省エネ冷凍・空調システムを開

発する。

③研究開発期間

２００５年度～２００９年度

Ⅱ．資源制約克服／３Ｒ

（ⅰ）金属資源等３Ｒ対策

（１）希少金属等高効率回収システム開発（再掲）

①概要

小型電子・電気機器にはベースメタルや、金、銀等の貴金属の他、インジウム、

ニッケル等の希少金属等を含有している。現状では、これらの機器が廃棄された

後は、非常に高温で処理する乾式製錬技術を用いてリサイクル・処理されている

ため、多大なエネルギーを消費するばかりか、回収可能な金属が銅、金、銀等に

限定されており、その他の希少金属等は回収できずに廃棄処分されている。この

ため、湿式製錬技術を活用した高効率な最適技術の開発等を通じて、回収工程の

省エネルギー及び希少金属等の回収率向上を図る。

②技術目標及び達成時期

・従来方法（乾式製錬）で処理する場合に比べて、大幅な省エネルギーの実現

（省エネルギー効果：原油換算で約７８万ｋｌ／年削減）

・廃小型電子・電気機器、廃超硬工具等中に含まれる希少金属等の回収率の向上

（インジウム０％→９０％、ニッケル５０％→９５％、コバルト０％→９５％、

タンタル０％→８０％、タングステン９０％→９５％、レアアース０％→８

０％）

③研究開発期間

２００７年度～２０１０年度

（２）希土類金属等回収技術研究開発

①概要

今後、普及拡大が見込まれる製品の製造工程において排出されるレアアースを

含む不要物など技術的・経済的に抽出が困難なレアアース含有物について、レア

アース等有用金属のリサイクル技術の研究開発を行う。

具体的には、液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスの製造工程等で使

用された低品位状態のレアアースについて高品位化し再利用するための技術開発

を実施する。

②技術目標及び達成時期

液晶パネル用ガラス、ハードディスク用ガラスなどの精密な表面処理が必要な

製品の研磨に使用されているセリウム等のレアアースを含有する研磨剤について、



研磨廃滓中のレアアース成分と不純物の分離に新たな低温での化学的・物理的プ

ロセスを確立・導入（具体的には低温での効率的な化学処理や、研磨剤成分では

なく不純物を物理的に分離する回収プロセスに変更する等）することでレアアー

ス回収プロセスの低コスト化及びエネルギー使用合理化を目標とする。

③研究開発期間

２００８年度（補正）～２０１２年度

（３）希少金属代替材料開発プロジェクト（再掲）

①概要

希少金属は、特殊用途において希有な機能を発揮する一方で、その希少性・偏在

性・代替困難性から、市場メカニズムが必ずしもうまく機能せず、その供給停止は

川下の経済成長の制約要因となりうるリスクを伴っている。近年、「コンピュータに

よる材料設計」、「ナノテクによる微細構造制御」等が飛躍的に向上した結果、従来

できなかった、「コンピュータによる最適制御設計による候補元素系の探索」、「結晶

粒界、界面の制御等マイクロ構造の制御」等が可能となりつつあることから、こう

した最先端技術を用いることで、希少金属の新たな代替／使用量低減技術を開発す

る。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、以下希少金属元素の使用原単位について現状と比較して以

下の低減ができる製造技術を開発し、ユーザー企業、大学等の外部機関に対して機

能評価のためにラボレベルで提供できる（試料提供）水準に至るまでの技術を確立

することを目標とする。また、製品の機能や製造コストは現状と同等を少なくとも

維持することを前提とする。

・透明電極向けインジウム（Ｉｎ） ：現状から５０％以上低減

・希土類磁石向けディスプロシウム（Ｄｙ） ：現状から３０％以上低減

・超硬工具向けタングステン（Ｗ） ：現状から３０％以上低減

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（ⅱ）水資源制約克服

（１）環境調和型水循環プラント実証事業（運営費交付金）

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を活用し、省水型・環境

調和型の水循環システムを開発するとともに、海外展開等を支援する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに省水型・環境調和型の水循環システムを確立し、以降、国

内外の水不足が深刻な地域へ当該水循環システムを順次普及させる。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

（２）環境調和型水循環技術開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

我が国が強みを持つ、膜技術を始めとする水処理技術を強化し、省水型・環境

調和型の水循環システムの開発に資する省エネ・省水型の要素技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、以下の技術を開発する。

� 革新的膜分離技術の開発：

従来法に比べ膜透過加圧エネルギー等を５０％以上削減。



� 省エネ型膜分離活性汚泥法（ＭＢＲ）技術の開発：

従来法に比べ膜洗浄の曝気（空気気泡）エネルギー等を３０％以上削減。

� 有用金属・有害物質の分離・回収技術の開発：

従来法に比べ汚泥の削減により汚泥処理･処分エネルギーを８０％以上削減。

� 高効率難分解性物質分解技術の開発：

従来法に比べ窒素処理に係るエネルギーを５０％以上削減。

オゾン酸化法等のエネルギーを５０％以上削減。

③研究開発期間

２００９年度～２０１３年度

Ⅲ．環境調和産業創造バイオ

（１）植物機能を活用した高度モノ作り基盤技術開発

（ⅰ）植物利用エネルギー使用合理化工業原料生産技術開発（運営費交付金）

①概要

現在の化学工業プロセスに代わる、植物の有する有用物質生産能を活用した省

エネルギー・低環境負荷型の工業原料生産プロセスへの変換を促進する。具体的

には、工業原料の生産に関わる重要な物質生産プロセスに関する代謝系をゲノム

情報に基づき解析するとともに、有用物質生産制御に必要な一連の代謝遺伝子群

の発現を統一的に制御する技術の開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、工業原料として有望なバイオマスとしてイソプレノイド、

油脂などの有用物質生産に関わる代謝経路とその調節メカニズム及び生産物質の

蓄積・移動に係るメカニズムの解析を行い、関連遺伝子情報を整備するとともに、

統括的発現制御技術を開発する。

③研究開発期間

２００２年度～２００９年度

（ii)植物利用高付加価値物質製造基盤技術開発

①概要

動物や微生物による物質生産と比較して、安全性が高い、生産コストが低い、

省エネルギーで環境調和型といった特徴を有する植物を活用した高機能タンパク

質等の高付加価値物質生産（モノ作り）の基盤技術を開発するために、有用物質

を高効率に高生産させる組換え植物の基盤技術を開発するとともに、閉鎖型人工

環境下での高効率な栽培技術の開発を一体的に進める。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、実用植物において実用可能なレベルまで有用物質を効率

的に高生産・高蓄積させる組換え植物を開発するとともに、目的有用物質を安定

かつ均一に生産・蓄積させる栽培技術を確立し、その生産の実用性を閉鎖型人工

環境下において確認する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（２）微生物機能を活用した環境調和型製造基盤技術開発（再掲）

（ⅰ）微生物機能を活用した高度製造基盤技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、省エネルギーか

つ環境負荷が少ないといった特徴を有する微生物機能を活用した有用物質の革新

的な生産プロセス（モノ作り）の技術を構築するため、産業用途に必要な機能既

知遺伝子で構成されたゲノムを持ち、物質生産性向上につながる性能を備えた高



性能宿主細胞の創製や、微生物反応の多様化・高機能化技術を開発するとともに、

バイオマスを原料として有用物質を体系的かつ効率的に生産する（バイオリファ

イナリー）ための基盤技術を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、物質生産性向上につながる性能を備えた高性能宿主細胞

を創製するとともに、バイオプロセスの実用化適用範囲の拡大のための微生物反

応の多様化・高機能化技術の開発を行う。バイオリファイナリー技術については、

バイオマスを高効率で糖化し、糖から高効率で各種化成品の基幹物質を生産する

バイオプロセス体系を構築する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（ii）微生物群のデザイン化による高効率型環境バイオ処理技術開発（運営費交付金）

①概要

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、従来エネルギー

多消費・廃棄物多排出型であった廃水・廃棄物処理において、微生物群の構成及

び配置等を人為的に制御（デザイン化）することで、その処理効率を大幅に向上

させ、省エネルギーで廃棄物も少ない高効率型廃水、廃棄物処理の基盤技術を確

立する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、特定有用微生物群を人為的に安定導入・維持もしくは人

為的に空間配置・優先化させる等のデザイン化技術を開発し、従来の廃水、廃棄

物処理に比べより高効率で省エネルギーな処理技術を開発するとともに、実用化

に資するための実証可能なテストプラント規模にて評価する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（３）バイオマスエネルギー等高効率転換技術開発（再掲）

①概要

食料と競合しないセルロース系バイオマスからバイオ燃料を製造する革新的技術

の開発を軸に、バイオ燃料生産に有用な遺伝子組み換えによる植物・微生物の開発

等、バイオ燃料のコスト競争力強化に資するバイオリファイナリーの一環として、

ブタノール、プロピレン等の製造技術の実用化を目指した開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２０１３年度までに、セルロース系バイオマスを原料とし、バイオ燃料製造の従

来技術に比べて画期的に優れた効率や低コスト化を可能とする糖化・発酵等の基盤

技術を開発するとともに、バイオマス利用に資する微生物の利用基盤技術の開発を

行う。さらに、プロパノール等の高効率取得のための触媒開発等により、化成品製

造の実用化を目指した技術開発を行い、バイオマスに関する燃料分野と化成品分野

の融合・連携を図る。

③研究開発期間

２００７年度～２０１３年度

Ⅳ－１．化学物質総合評価管理

（１）化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発（運営費交付金）

①概要

化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における代替物質の選択

の際に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価手法及び社会経済分析等リスク

トレードオフ解析手法を構築する。
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②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、代表的な化学物質用途群につき、化学物質のライフサイク

ルに応じたあらゆる暴露を考慮した排出量推計手法や室内暴露評価手法等環境動態

解析手法を構築する。さらに、用途群内の物質間でのリスクトレードオフ解析手法

を開発する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（２）ナノ粒子の特性評価手法開発（運営費交付金）(再掲)

①概要

ナノ粒子のキャラクタリゼーション、計測技術の確立とともに、生体影響等評価

手法、暴露評価手法及びナノテクノロジーによるリスク不安に対処したリスク管理

手法を開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、生体影響等評価手法、暴露評価手法及びリスク評価手法を

開発し、ナノ粒子のリスク評価及び管理の考え方の提言を行う。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

（３）構造活性相関手法による有害性評価手法開発（運営費交付金）

①概要

従来の動物実験による反復投与毒性試験に代わり、in silico や類推等を用いた予

測・評価を可能とするため、既知の毒性情報を整備したデータベースを基に、より

的確に効率よく毒性を評価可能とする有害性評価支援システムを構築する。

②技術目標及び達成時期

２０１１年度までに、公開されている反復投与毒性試験データや毒性作用機序情

報が搭載されたデータベース、肝臓における代謝産物・代謝経路を予測する手法、

及び対象とする化学物質の標的臓器・症状やその毒性の強さの範囲等を予測する手

法を開発する。さらに、それらを統合して毒性判断に必要な情報を効率的に抽出す

る有害性評価支援システムを構築する。

③研究開発期間

２００７年度～２０１１年度

（４）石油精製物質等簡易有害性評価手法開発（運営費交付金）（再掲）

①概要

石油の生産及び流通の合理化を図る観点から、石油製品等に含まれる化学物質に

よるリスクを把握し、必要な対策を適切に行うことを可能とするため、in vitro 培

養系技術等の活用により遺伝子組換え細胞等を用いた in vitro 系簡易有害性予測手

法、また、トキシコゲノミクスを活用した短期動物試験結果と相関する遺伝子発現

データセットを開発する。

②技術目標及び達成時期

２０１０年度までに、遺伝子導入技術、幹細胞分化誘導技術、生物発光技術等を

適用した培養細胞を用いて、試験期間１ヶ月程度、発がん性、催奇形性及び免疫毒

性を予測評価できる試験手法を開発し、また、遺伝子発現解析技術を短期動物試験

に適用し、２８日間反復投与試験結果と相関する遺伝子発現データセットを完成さ

せる。また、標準的な試験プロトコールを策定する。

③研究開発期間

２００６年度～２０１０年度

suzukiysy
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Ⅳ－２．化学物質リスク削減技術開発

アスベスト含有建材等回収・処理等技術開発事業（運営費交付金）

①概要

今後、大量の排出が予測されるアスベスト含有建材等の廃棄物を対象として、そ

のアスベスト含有状況について簡易かつ確実な探知・分析を可能とし、安全性、信

頼性の高い回収・処理を実現する関連機器・システムの技術開発を行う。

②技術目標及び達成時期

２００９年度までに、アスベスト含有製品の使用時、解体・回収・廃棄時におい

てオンサイト方式で検出感度０．１ｗｔ％超レベルに検出できる計測技術を確立し、

アスベストを含む建材等の回収・除去現場におけるアスベストの飛散及びばく露を

最小化し、回収・除去の安全性及び信頼性等を確保する技術を確立する。また、ア

スベスト含有廃棄物の無害化処理における安全性、効率性に優れた技術を確立する。

③研究開発期間

２００７年度～２００９年度

Ⅴ．その他

エコイノベーション推進・革新的温暖化対策技術発掘・実証プログラム（運営費交付

金）

①概要

エコイノベーション（環境重視・人間重視の技術革新・社会革新）の創出および、

低炭素社会の構築のため、それに資するテーマを公募し、その実現可能性調査や地

域実証試験を実施する。発掘された技術シーズや実証された有望な社会システムモ

デルは広く国民に示し、民間におけるエコイノベーション推進や低炭素社会構築に

関する研究や取組を加速させる。

①技術目標及び達成時期

ＦＳ結果や実証モデルから生み出された公的機関の実施する研究開発件数や民間

主導の取り組みモデル件数を事業のアウトカムとしてモニタリングする。

また、ＯＥＣＤにおいて、エコイノベーション・ロードマップとともに、その進

捗を測る指標の２０１０年を目処にした作成が検討されているところ。こうした指

標を参考とし、エコイノベーションが進展する度合いの数値化を可能にした上で調

査段階でこれらの指標を設定し国際比較を行う。

②研究開発期間

２００８年度～２０１２年度

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組）

【導入普及促進】

○ 排出量の多い品目・業種や処理困難物を中心にリサイクルシステムなどの実証・市場

化対策に関するフィージビリティ・スタディを実施する。

○ サプライチェーングループを対象に、部品等の仕様と原材料の使用・副産物の発生状

況等に関する診断を実施し、製品設計及び製造プロセスの同時改善の方向性に関する提

案、指導を行うとともに、取組事例を分析・評価し、資源投入量の抑制効果の高い優良

な事例を公開する。

○ 商品選択に資するわかりやすい３Ｒ配慮情報（省資源性や再生資源・部品の使用状況

等）を消費者に提供し、環境配慮型製品の市場拡大を推進するため、指標の策定や、情

報提供手法の確立、製品の情報検索が可能なシステムの検討・開発を行う。

○ ３Ｒ対策が講じられている製品等の市場開拓を促進するため、政府が環境物品等を率

先購入することを定めたグリーン購入法について、同法の判断基準が引き続き３Ｒ対策



を適切に反映するようにしていく。

○ 化学物質の有害性評価、暴露分析、リスク評価等のデータベースの構築を図るととも

に、それらの手法の各種活動（事業者の自主管理活動、事業者、地方自治体等が国民と

リスクコミュニケーションを図る活動等）等への導入を図る。

○ 公害防止設備に対する優遇税制等の支援を行う。

【法規制・制度改革】

○ 二酸化炭素回収・貯留（ＣＣＳ）の国内での本格実施に必要な法規制・制度の整備等

に関して検討を行う。

○ 資源有効利用促進法等のリサイクル関連法制度によるスキームを活用して、３Ｒ対策

を網羅的に講じることにより、循環型社会の構築を図る。

○ 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関する法律（カルタ

ヘナ法）に基づく立入検査で査収した生物が遺伝子組換え生物であるか否かを判断する

ための基盤的な技術の高度化や収去方法を確立すること等により、的確な法律の執行体

制を整備する。

【ガイドライン】

○ 事業者による自主的取組を促進する観点から、産業構造審議会において策定している

「業種別・品目別廃棄物処理・リサイクルガイドライン」（自主的な目標の設定）につい

て、３Ｒ対策を加速する観点から適宜フォローアップを行い、改定を行う。

【基準・標準化】

○ 各プロジェクトや民間における技術開発等で得られた成果のうち、標準化すべきもの

については、適切な標準化活動（国際規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ）、日本工業規格（ＪＩＳ）、

その他国際的に認知された標準の提案等）を実施する。

○ ＣＯ２回収・貯留後のモニタリング、植林等によるＣＯ２固定化量の計算、バイオマ

ス利用時のＣＯ２排出削減量の評価、環境影響や安全性評価手法など、ＣＯ２固定化・

有効利用を推進するに当たって標準化が必要となる事項については、研究・開発状況や

社会情勢を常に意識しながら計画的に標準化を推進する。

○ リサイクル品などの３Ｒ配慮製品に対する需要の創出・拡大を図るため、「環境ＪＩＳ

策定促進のアクションプログラム」に基づき、リサイクル品等の品質基準及び試験評価

方法の規格（環境ＪＩＳ）の策定を引き続き推進する。

○ バイオマス由来プラスチックにおけるバイオマス含有量測定の標準化を推進するとと

もに、生分解性プラスチックに係る微生物嫌気分解試験方法の国際標準化を着実に実施

する。

○ 石油精製物質等簡易有害性評価手法開発については、開発された簡易有害性評価手法

等を２０１４年度を目途に経済開発協力機構（ＯＥＣＤ）にテストガイドラインとして

提案することを検討し、国際標準化を推進する。

【調達促進】

○ バイオマス由来プラスチック等、生物機能を用いた生産プロセスにより生産された製

品について、グリーン購入法に基づく調達品目として位置付けられるべく検討を行う。

【広報・啓発】

○ 研究開発プロジェクトの成果について広く普及啓発を図るため、シンポジウム等を行

う。

○ ３Ｒの普及・促進を図るため、毎年１０月を「３Ｒ推進月間」とし、この期間を中心

として、３Ｒ活動への関係者の取組を促すための「３Ｒ推進功労者等表彰」や、循環ビ

ジネス振興のための「資源循環技術・システム表彰」等の普及啓発活動を実施する。

【知的基盤整備】

○ 国内外との共同研究等を通じ、革新的な温暖化対策技術や方策についての情報交換に

資する、情報ネットワークの構築等を図る。

○ 物質生産用に開発された汎用宿主細胞や取得した生物遺伝資源は、独立行政法人製品



評価技術基盤機構に整備し、社会に幅広く提供する。

○ 独立行政法人製品評価技術基盤機構の化学物質管理センターにて事業者・国民・公的

機関の化学物質管理に関する冷静な対話（科学的知見の共有）を促進するための知的情

報基盤整備を図る。

【国際協力】

○ 生物多様性条約に基づく遺伝子資源へのアクセス促進事業において、日本のバイオ関

連企業の遺伝資源保有国（途上国）の遺伝資源に対するアクセスを促進するための技術

的環境整備及び遺伝資源へのアクセス実施の調整を行う。

【他省庁との連携】

○ 総合化学技術会議が推進する科学技術連携施策群の「食料・生物生産研究」及び「総

合的リスク評価による化学物質の安全管理・活用のための開発技術」、ライフサイエンス

ＰＴ、社会還元プロジェクトの下での関係府省間における適切な連携の実施。

【プロジェクト等の間の連携】

○ ＣＯ２固定化・有効利用技術のロードマップに基づき、技術シーズ発掘型技術開発事

業成果のプロジェクトへの取り込みや、プロジェクト間の連携により、低炭素社会モデ

ルの構築に資する効果的なＣＯ２固定化・有効利用システムの実現を図る。

○ 植物機能を活用したモノ作り基盤技術開発に係る２つのプロジェクト間での、遺伝子

高発現技術やモデル植物での基盤技術及び実用作物への技術展開に関する情報交換を推

進する。

６．研究開発の実施に当たっての留意事項

・事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交

付金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。

・プログラム目標等については、京都議定書目標達成計画の評価・見直しプロセスに伴う

対応を行う。

・各プロジェクトを横断的観点からマネージメントする体制を整備し、技術の進捗状況や

社会情勢等を踏まえた適切な資源配分、技術成果のレビュー、普及施策の検討、実施す

べき技術開発テーマ・領域・分野等の検討等を実施する。

７．改訂履歴

（１）平成１２年１２月２８日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本

計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画制定。

（２）平成１４年２月２７日付け、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計

画制定。生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１２・１２・

２７工総第１５号）は、廃止。平成１４年２月２８日付け、革新的温暖化対策技術プロ

グラム基本計画、３Ｒプログラム基本計画、化学物質総合評価管理プログラム基本計画

制定。化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１２・１２・２７工総第１４

号）は、廃止。

（３）平成１５年３月１０日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

４・０２・２５産局第１６号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１４・０２・２５産局

第１３号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１４・０

２・２５産局第５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１４・０２・

２５産局第７号）は、廃止。

（４）平成１６年２月３日付け制定。革新的温暖化対策技術プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第１８号）及びエネルギー環境二酸化炭素固定化・有効利用プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第１９号）は、革新的温暖化対策技術プログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。３Ｒプログラム基本計画（平成１５・０３・



０７産局第６号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１

５・０３・０７産局第３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１５・

０３・０７産局第８号）は、廃止。

（５）平成１７年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

６・０２・０３産局第１３号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局

第５号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第１５号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１６・０

２・０３産局第３号）は、廃止。

（６）平成１８年３月３１日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第８号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１７・０３・２９産局第

１号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１７・０３・

２５産局第２号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１７・０３・２５

産局第１０号）は、廃止。

（７）平成１９年４月２日付け制定。地球温暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１

８・０３・３１産局第９号）、３Ｒプログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第

１０号）、生物機能活用型循環産業システム創造プログラム基本計画（平成１８・０

３・３１産局弟３号）、化学物質総合評価管理プログラム基本計画（平成１８・０３・

３１産局第１１号）は、廃止。

（８）平成２０年４月１日付け、環境安心イノベーションプログラム基本計画制定。地球温

暖化防止新技術プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第６号）、３Ｒプログ

ラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第５号）、生物機能活用型循環産業システム

創造プログラム基本計画（平成１９・０３・１６産局第２号）、化学物質総合評価管理

プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第２号）は、本イノベーションプログ

ラム基本計画に統合することとし、廃止。

（９）平成２１年４月１日付け制定。環境安心イノベーションプログラム基本計画（平成１

９・０３・２５産局第７号）は、廃止。



添付資料③ 

 
 
 

技術戦略ロードマップ２００９年 
化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ 
（リスク評価・管理技術開発） 

 



リスク評価
・管理の
方向

各主体の
役割

リスク管理 行政が行う
に必要な リスク管理に
技術開発 必要な手法

企業の
自主管理を
支援する
ための手法

要素技術

リスク評価
に必要な
技術開発

社会ニーズへ
の対応

シックハウス症候群のリスク評価が可能に

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

複雑なシナリオのリスク(混合物や
複合暴露等)や感受性やライフスタ
イルに留意し管理することが可能に

リスクトレードオフに基づく 適管理手法

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの管

理が可能に

既に生じている複合暴露の影
響を評価することが可能に

(28)  ヒト・生態リスクの統一指標の開

(29) 優先順位付け手法

(30) 不確実性を含んだリスク指標の開発

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ヒト健康や生態系へのリスクに
ついての統一評価が可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物*や個
体群等生態系のリスク
評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評価が可能に
さらに、化学物質全体でのリスク評価と方法論
をすり合わせ、体系的な組み込みが可能に

新規の物質・技術や懸
念されているリスクの評

価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

化審法のリスク管理手法

特定化学物質のリスク管理手法

化学物質管理の第２世代
物質ごとのリスクに基づく管理

【企業】個々の物質や製品のライフサイクルでのリスクを評価し、自主管理する。

　
　

【行政】個々の物質の代表的なケースのリスクを評価し、管理する。
　
　

製品単位のリスク管理手法

化学物質管理の第３世代
リスクトレードオフに基づく最適管理

リスクとベネフィットとのバランスを考慮し、
リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会を構築する

規制と企業の自主管理のベストミックスのもと、
物質ごとにリスクを減らす

(20)化学物質のリスクとそれ以外のリスクの統一指標
の開発

　　化学物質総合評価管理分野の技術ロードマップ（リスク評価・管理技術開発）

環境に配慮した設計（DfE)手法

【国民】化学物質のリスクの情報やリスク評価するための
手法を知りたいときに知ることができ、化学物質に対する
理解が深まる。

管理策に要するコ
ストの評価手法

【行政】様々な物質間や化学物質とそれ以外のリスクとの間でリスクを比較し、また様々なケース
のリスク（混合物、複合暴露、感受性、ライフスタイル等）に留意しながら、管理する。管理策の国
際調和を図る。

【企業】様々な物質や製品のライフサイクルでのリスクを比較し、自主管理する。

【国民】リスクコミュニケーションを通じて、化学物質のリスクとベネフィットに対する理解が深まる。

工場単位のリスク管理手法

現時点では、管理策の
コスト対効果が評価可
能

(9) 地域のリスク管理手法

監視化学物質のリスク管理手法

REACH対応

化学物質とそれ以外のリス
クを同じ指標で比較可能に

(8) リスク管理の研究項目の優先順位付け手法

(7) 複雑なシナリオのリスク(混合物や複合暴露等)や感受性やライフスタイルに留意し管理するための

化審法のリスク評価の高度化
（製造量、輸入量、用途情報等
に基づくリスク評価の高度化）

工場周辺のリスク評価・管理

地方行政へのリスク評価取り込

これまでに蓄
積されたリスク
評価・リスク管

理の手法

２０１０

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す

既に生じている複合暴露の影響に
対して対策を立てることが可能に（シ
ミュレーションによる「事前」予測とは
別に、「事後」的管理も可能に）

手法のバリデーション・
実用化・普及

 (1) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(2) 代替物質のリスクなど化学物質間のリスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法

(6) 化学物質とそれ以外のﾘｽｸとのﾄﾚｰﾄﾞｵﾌを考慮した
ﾘｽｸ管理手法

化学物質以外のリスクも考慮した
適な管理策が選定可能に

現時点では、コスト対
効果を考慮した適切な
管理策が選定可能

手法のバリデーショ
ン・実用化・普及

２０３０

現時点では、有害性や暴露の情報が十分に
揃っている物質については、コスト対効果を考慮
した適切な管理策が選定可能

(11) サプライチェーン含有物質トレース手法

有害性や暴露の情報が十分に揃っていな
い物質についても、不確実性がある中で、
適切なリスク管理策が策定可能に

               (12) 複数物質間・製品間でリスクを比較し、自主管理するための手法

管理策のコストと効果を
同じ指標で比較可能に

化学物質間で、管理策の
コストと効果を考慮した適
切な管理策が選定可能に

(21) データ等の不確実性を前提としたリスク管理技法

(14) 地域（工場付近）のリスク管理手法

(13) 製品のリスク管理手法

(4) 評価の優先順位やTiered Approachを考慮した効率的リスク管理体系の構築

(3) 不確実性を考慮して多くの物質をリスク管理する手

    (5)    ストック汚染のリスク管理手法

(10) 費用対効果を考慮した合理的リスク管理手法

(27) ヒト健康について共通の指標で評価する手法

(31) 情報量基準等に基づくデータ、モデルの選択技法

管理策の効果（回避
されたリスク）の評
価手法

(19) 管理策の効果（回避されたリスク）の経済評価手法

２００７ ２０２０



リスク評価
に必要な
技術開発

暴露 社会ニーズ
評価に への対応
必要な
技術開発

新規の物質
・技術や

懸念されている
リスクへの対応

②要素技術
環境中や生体中
　濃度ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
とその活用

環境中や生体中
　濃度センサー

　　環境中運命
　　評価手法

　　排出のモニタ
　　リング
　　排出データの
　　活用、 適化

　　排出量
　　推定手法

有害性
評価に
必要な
技術開発

①社会ニーズへ
の対応

新規の物質
・技術や
懸念されている
リスクへの対応

②要素技術

社会ニーズへ
の対応

暴露評
価に必
要な技
術開発

地域の特性を考慮したリス
ク評価が可能に

(103) 単純なPBPK/TDモデル（in vitro等の試験結果を適用して改善）

(90)分解性・蓄積性ＱＳＡＲ（新規物質の試験結果活用等による適用性拡大）

既に生じている複合暴露の影響
を評価することが可能に

(78) 生態系の有害性評価のための特有な技術（底質毒性試験法や
成長段階別の有害性推定手法）

(94) 蓄積性試験のin vitro試験法

ADME/Toxのメカニズムの分子レベルでの解明手法（たんぱく質の役割等）

分子～細胞～臓器～組織レベルでのメカニズム解明

より正確な排出量を反映し
た暴露評価が可能に

種差を回避・克服し、
個の多様性を反映した
有害性評価が可能に

発がん性、生殖毒性、神経毒性等、高コスト・長期を要する毒性の高度な評価手法

(91) 有害性QSAR(感作性・変異原性・生態エンドポイント等）

単純なPBPK/TDモデル

(99) in silico人体、　　in silico 生態系

(97) in vitroの簡易でハイスループットに対応可能な評価手法

高度化とはすなわち、
・一部の物質は、in silicoで
高速化するなど、より効率
的で合理的でかつ高精度
な試験戦略
・種差を反映した高精度な
有害性評価や、個の多様
性を反映した有害性評価
（自分への影響がわかる）
により、国民の安心を実現

(98) in vivoでの高速の評価手法

(104) 詳細なPBPK/TDモデル（細胞応答や臓器・組織応答のシミュレーション）

(92) メカニズムを考慮したQSAR

【行政】
　・試験戦略を活用した効果的・効率
的な有害性評価

(96) マルチエンドポイント型有害性評価手法

(67) 用途ごとの排出推計手法
(66) ライフサイクルでの用途推定手法 (71) より高精度なマテリアルフロー分析手法

(68) 精度評価を伴ったＰＲＴＲデータの推計法
(69) PRTRデータ妥当性評価手法

(61) 生体中微量物質検出センサー

(57) バイオアッセイモニタリング手法(環境測定による化学物質の暴露把
握手法）

(59) 環境中微量物質マルチセンサー

(60) 携帯型環境(室・車内等含む）微量物質検出センサー

(56) サンプリングスキーム構築(生物相モニタリングス
キーム含む）

(55) モニタリングデータの暴露評価適用手法

(64) PRTRデータの暴露評価適用手法(届出データ、非届出データ含む)
(65) モニタリングスキーム構築

(95) その他in vitroの簡易なスクリーニング手法(ヒト細胞などを用いた）

(105)  有害性検出バイオマーカー探索手法

個別物質の暴露
評価手法

各エンドポイントの
暴露評価手法

平均ケース（人・地
域）の暴露評価手法

(42) 排出量、環境条件などの 悪ケースも反映さ
れるように暴露シナリオを体系化

(40) 感受性の高い集団の暴露
評価手法

 (37) 製品からの直接暴露の評価手法

(41) ライフスタイル別の暴露評価手法

(39) 地域別の暴露評価手法

(48) ナノ粒子の暴露評価手法

(46)  シックハウス症候群の暴露評価手法
(47)  自然発生源のある物質の暴露評価手法

暴露(Ａ)

(62) 土壌、地下水汚染暴露評価手法

暴露(B)

暴露(B)

分解性・蓄積性QSAR

(93) カテゴリーアプローチ手法

暴露(Ｃ)

暴露(Ｃ)

(63) 化学反応(分解、反応生成）を考慮した環境中運命モデル

メカニズムに基づき高精度で３Rに
沿った有害性評価が可能に

(38) ストック汚染による暴露の評価手法暴露(Ａ)

暴露(C)

暴露(B)

暴露(B)

スクリーニング評価が安価・高速ある
いはHTP化可能に。有害性予測が可
能に

発がん性等、高コスト・長期を要する
毒性が安価・高速に評価可能に

物質や毒性に適した評価手法が体系化され、
「必要性の低い物質は安価・高速に評価し、必
要性の高い物質は詳細にin vivoで試験する」
という試験戦略が可能に

水域等の現場で（検査機関への
運搬不要）、個別化学物質由来
のリスクと共に，媒体全体として
のリスク（個別物質の同定不要）
も迅速に評価可能に

　環境中で化学変化する化学物質や地
下水を経由した暴露の評価が可能に

【企業】
・有害性評価のコスト負担減少（より
多くの物質を評価できるようになる）

(43) 不確実性を含んだ暴露指標の開発

高速化

(44) 生態系のリスク評価のための暴露評価手法

(70) 観測値から排出量を推定する逆解析手法

(58) 人・生態系の暴露検出のためのバイオマーカー迅速検出セン

既存化学物質の安全性点検加速化

(107) タンパク質等の上位階層での網羅的解析技術

(106)  実験室でのミニ生態系（マイクロコズム）

有害性(ｆ)

(45) 生態系食物網構造解析手法

微量な化学物質の濃度(環境
中や生体中）が迅速に簡易に
測定可能に

目的に応じて、必要な精度
での暴露解析が可能に

ナノ粒子の有害性評価手法

(75) シックハウス症候群の有害性評価手法 (76) 複合暴露の有害性評価手法

暴露(E)

暴露(Ｆ)

有害性(a)
有害性(b) 有害性(c)

(77) 世代別感受性を考慮した有害性評価手法

有害性(e）

手法のバリデーション・
実用化・普及

手法のバリデー
ション・実用化・普

有害性(d)

暴露(H)

製品のリスク評価が
可能に

Tiered Approachにより、効率的なリ
スク評価（緊急性の高い物質から順
番にリスク評価）が可能に

目的やシナリオ、必要精度に応じ
てリスク評価可能に

ストック汚染を考慮したリス
ク評価が可能に

生活環境動植物＊や
個体群等生態系のリス
ク評価が可能に

自然発生源のある物質
のリスク評価が可能に

シックハウスのリス
ク評価が可能に

不確実性を考慮したリスク評価手
法によって、有害性や暴露の情報
が十分に揃っていない物質も含め
多くの物質のリスク評価が可能に

ナノ粒子のリスク評
価が可能に

感受性やライフスタイルを考慮したリ
スクを詳細に評価可能に

混合物や複数物質の多重暴露
によるリスク評価が可能に

現時点では、有害性や
暴露の情報が十分に
揃っている物質につい
ては、物質ごとに平均
ｹｰｽ（人・地域）の各エ
ンドポイントごとのリスク
評価が可能

暴露(Ｅ)
有害性（a）

暴露（H）
有害性（ｃ）

有害性（e)

暴露(G)
有害性（ｄ）

有害性（ｂ）

暴露(G)

運命モデルとモニタリング結果の
比較により、モデルの精度が向
上

(100) ヒト培養細胞を用いた種差を回避した有害性評価手法

(102) 遺伝子発現解析技術を用いた個人の有害性評価技術

高度化

(101)  遺伝子発現解析技術を用いた種差による感受性差評価技術

有害性(d)

有害性(ｆ)

２０１０ ２０２０ ２０３０２００７

「リスク評価・管理の目標像」を示す「技術開発のアウトカム」（右の「目標像」
実現に向けてのステップ）を示す。

「技術開発項目」を示す凡例

「重要技術開発項目」を示す
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（環境安心イノベーションプログラム） 
「化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」基本計画 

 
バイオテクノロジー・医療技術開発部 

 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

本プロジェクトは、「環境と調和した持続的な経済・社会の実現と、安全・安心な国民生活

の実現を図るため、化学物質のリスクの総合的な評価及びリスクを適切に管理する社会シ

ステムの構築を推進する。」ことを目的とした環境安心イノベーションプログラムの一環と

して実施するものである。本プロジェクトでは、環境安心イノベーションプログラムの目

標である化学物資のリスクを評価・管理するための技術体系を構築するため、化学物質の

リスクに係る国民の理解増進のための基盤、事業者自らリスクを判断する手段及び国が規

制等の施策を講ずる際の手段として、化学物質のライフサイクルにわたるリスクの総合的

な評価管理を行うための手法の確立するものである。 
我が国のこれまでの化学物質管理は、有害性の強さを基準とする規制や管理が主流であ

ったが、リスク評価の概念やリスク評価手法の発達に伴い、世界的な化学物質管理の潮流

はリスク評価に基づく管理へとシフトしている。我が国においても化学物質のライフサイ

クル全般に亘るリスクベースでの管理を一層推進していくためには、化学物質の製造者の

みならず、使用者も含めたサプライチェーン全体での 適管理を可能とする手法の構築が

急務である。 

リスク評価に基づく管理へのシフトとは、従来の規制物質の使用を制限する管理から、

暴露の考慮されたリスクの大きさの評価に基づくライフサイクルを通じた適切な管理、あ

るいはリスクの少ない代替物質を選択し、化学物質の利用に伴う便益を 大限に活用する

とともに、化学物質によるリスクを許容範囲内に抑えた管理へと転換していくことである。

こうした物質代替は、リスク評価に基づくリスクの 小化に向けた 適な管理の一つと言

える。 

代替物質を選択する際、安易な代替物質の使用や適切なリスク評価を伴わない代替物質

の使用により、当初のリスクに替わり別のリスクが発生し、リスク削減効果が相殺（リス

クのトレードオフ）されること、代替物質の使用によりリスクが増大することは、回避し

なければならない。現下の我が国のリスク評価技術は、ＰＲＴＲデータなど評価に必要な

情報がある程度存在する化学物質に対しては定性的な評価が可能な水準に達しているもの

の、多くの化学物質に対しては評価に必要な暴露情報等が不十分であり、異なる化学物質

間のリスクの定量的な比較は困難な状況にある。このため、事業者自らが化学物質のリス

クを高精度かつ定量的に評価し、それぞれのリスクを共通指標で比較、検討しながら、適

切な代替物質を選択することが可能となるリスクトレードオフ解析手法を構築することが

必要である。 

本プロジェクトは、リスクが懸念される物質の代替化が同一用途の物質群（以下、「用途

群」という。）で検討される点に着目し、用途群内の物質を対象として、リスクを科学的・

定量的に比較でき、費用対効果等の社会経済分析をも行える「リスクトレードオフ評価手

法」を開発することを目的とする。そのため、暴露情報の欠如（データギャップ）を補完

し得る暴露評価手法を用途群毎の特徴に応じた形で開発し、化学物質の製造段階はもとよ

り、環境排出に大きく寄与する化学物質含有製品の使用段階、消費段階、廃棄段階等ライ
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フサイクルのあらゆる暴露を考慮した精緻な環境動態解析手法を構築する。さらに、ヒト

や生態系に対する有害性情報については既存の情報を活用し、必要に応じて情報の欠如（有

害性データギャップ）を補完する手法を開発する。それらを利用して、代表的な化学物質

用途である洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品（以下、「５

つの用途群」という。）毎のリスクトレードオフ評価書を策定し、併せて、リスクトレード

オフ評価指針を策定し、行政等による規制や事業者（団体）による評価において広く活用

できるように公開する。 

 
（２）研究開発の目標 

① 終目標（平成２３年度） 
５つの用途群に用いられる化学物質について、用途群別にリスクトレードオフ評価を行

う。そのために、環境排出量推計手法、室内暴露モデル、環境動態モデル、環境媒体間移

行暴露モデルを開発し、暴露濃度や摂取量等を推計する。推計に際しては、主に既存情報

が少ない化学物質を対象とすることから、 低限，暴露濃度や摂取量を既報の実測値の±1

桁の精度で推定できることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。

さらには、化学物質のヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無影響濃度等を推論し、

リスクを統一的尺度で表す手法を開発する。これらを用いて、用途群毎の物質間でのリス

クトレードオフ関係を解析する。 

終的には、用途群別リスクトレードオフ評価書としてとりまとめるとともに、５つ

の用途群に係るリスクトレードオフ評価指針を作成し、解析のために開発された上記モ

デルなどとともに公開する。 

 
②中間目標（平成２１年度） 

洗浄剤及びプラスチック添加剤（以下、「２つの用途群」という。）に用いられる化学物

質について、用途別リスクトレードオフ解析を行う。そのために、環境排出量推計手法を

開発し、室内暴露モデル、環境動態モデル及び環境媒体間移行暴露モデルのプロトタイプ

を用いて、暴露濃度や摂取量を推計する。推計に際しては、主に既存情報が少ない化学物

質を対象とすることから、 低限，暴露濃度や摂取量を既報の実測値の±1 桁の精度で推

定できることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。さらには、

２つの用途群の化学物質により生じるヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無影響

濃度等を推論し、リスクを統一的尺度で表す手法を開発する。これらを用いて、２つの用

途群として用いられる化学物質間でのリスクトレードオフ関係を解析する。 
 

 （３）研究開発の内容 
 上記目標を達成するため、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、

研究開発を委託により実施する。 
①排出シナリオ文書（ＥＳＤ*）ベースの環境排出量推計手法の確立 

②化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立 

③地域スケールに応じた環境動態モデルの開発 

④環境媒体間移行暴露モデルの開発 

⑤リスクトレードオフ解析手法の確立 

⑥５つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成 

*ＥＳＤ（Emission Scenario Document、排出シナリオ文書）：化学物質の製造、加工、
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使用段階からの環境排出量を推計するため数式や情報等を記述した文書 

この際、国際標準化機構（ＩＳＯ）への日本提案等、国内標準化及び国際標準化を念頭

に置きつつ開発を進めるものとする。 
 
２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 
 本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技

術開発機構」という。）が、単独ないし複数の原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の研

究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開

発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な場

合にはこの限りでない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締

結する研究体を形成し、委託して実施する。 
 共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの 大限の

活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、研究体にはＮＥＤＯ技術開発機構が

委託する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研究を可能な限り結

集して効率的な研究開発を実施する。 
 

（２）研究開発の運営管理 
 研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研

究開発責任者と密接な連携を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発

の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて技術検

討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度、プ

ロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 
 

３．研究開発の実施期間 
 本研究開発の期間は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間とする。 
 

４．評価に関する事項 
 ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義、将来の産業への波及効果等について、想定ユーザーである民間企業の有識

者を含む外部有識者による研究開発の中間評価を平成２１年度に、事後評価を平成２４年度

に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見

直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向

や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 

５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 
 得られた研究開発の成果については、学術論文、公開技術報告書、公開作業手順書等と

して取りまとめ、ＮＥＤＯ技術開発機構、研究開発実施者とも普及に努めるものとする。 
 
② 知的基盤整備事業又は標準化等との連携 
 得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため、
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データベースの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等を積極的に行う。特に、国際標準

化機構（ＩＳＯ）への日本提案等、国内標準化及び国際標準化を念頭に置きつつ開発を進

めるものとする。 
 
③ 知的財産権の帰属 
委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定に基づき、原則と

して、すべて委託先に帰属させることとする。 
 
④成果の産業面での活用 

ａ）研究開発実施者は、本研究開発から得られる研究開発成果の産業面での着実な活用

を図るため、本研究開発の終了後に実施すべき取り組みのあり方や研究開発の産業

面での活用のビジネスモデルを立案するとともに、立案した取り組みのあり方とビ

ジネスモデルについて、研究開発の進捗等を考慮して、本研究開発期間中に必要な

見直しを行う。 

ｂ）研究開発実施者は、上記 a)で立案した取り組みとビジネスモデルを本研究開発終了

後、実行に移し、成果の産業面での活用に努めるものとする。 

 
（２）国際協調及び国際貢献 

 研究開発の推進に当たっては、ＯＥＣＤ、ＩＳＯ等における議論を踏まえつつ可能な限

り国際的に協調しながら推進するものとし、本研究開発の成果（中間段階で得られる知見

を含む）をもって国際的に適宜貢献していくこととする。 
 

（３）基本計画の変更 
ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状

況、研究開発動向、産業技術政策動向、第三者による評価結果、研究開発費の状況、

当該研究開発の進捗等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究体制等、基本計

画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 
（４）根拠法 

 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１

項第２号に基づき実施する。 
 

６．基本計画の改定履歴 
（１）平成１９年５月 制定 
（２）平成２０年７月、イノベーションプログラム基本計画の制定により、｢（１）研究開発の目

的｣の記載を改訂。 
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（別紙）研究開発計画  
 
研究開発項目① 「排出シナリオ文書（ＥＳＤ）ベースの環境排出量推計手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで開発する環境動態モデルと環境媒体間移行暴露モデルを用いて、環境

モニタリングデータ等の情報がない化学物質の暴露を解析するためには、当該物質の環境

媒体別の排出量データが必要となる。しかしながら、化学物質はその製造、加工、使用及

び廃棄の各ライフサイクル段階から環境中に排出されており、把握は容易ではない。 

このため、多数の化学物質のライフサイクルの各段階からの排出をカバーしうる代表的

な用途群を対象に、化学物質のＥＳＤを整備しつつ、化学物質の用途から排出量を類推す

るＥＳＤベースの環境排出量推計手法を確立することが必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）排出係数の工程・装置・使用状況特性による分類化 

既存データ等により、製造、加工、使用及び廃棄のライフサイクルの各段階から環境

への排出寄与が大きい排出過程をマテリアルフロー解析で特定し、それらの過程からの

排出係数を決定する。さらに、用途群ごとの主要排出過程における工程及び使用される

装置とその使用状況を調査し、上記排出係数をそれらと関連付けておおよそ５分類程度

に分類化する。 

 
（２）排出係数推算法の構築 

(1)で得られる排出係数をベースとして、使用される化学物質の物性（蒸気圧等）、主

要工程及び使用される装置の運転状況の特性（加熱温度、混合速度等）を変数として、

ライフサイクルの各段階に適用できる排出係数推算式を構築し、環境動態モデルの目標

の推計精度を達成しうるレベルで実際の環境排出量を精度良く推計できる推算式を完成

させる。なお、対象とする化学物質はおおよそ５００物質程度とし、その選定方法は使

用量や環境排出量の大きさ、物質代謝についての情報等を指標として重要性を考慮して

行う。 

 
（３）ＥＳＤの策定 

導出された排出係数推算式を統合化し、主要ライフサイクル段階ごとに、化学物質の

環境媒体別排出量の推計手順、推計に用いるデータ等で構成されるＥＳＤを策定し、公

開する。その際に、ＯＥＣＤ等で進められているＥＳＤに関連するプロジェクトも視野

に入れ、国際的取り組みとの整合性に留意する。 

 
３．達成目標 

（１） 終目標（平成２３年度末まで） 
５つの用途群の化学物質を対象とした排出係数推算式を導出するとともに、ＥＳＤを

策定し、公開する。これらのＥＳＤで推定された排出量は、既存および新たに開発・取

得した環境動態モデルと環境モニタリング濃度データとを用いて検証し、妥当性を確認

する。 
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（２）中間目標（平成２１年度末まで） 
２つの用途群の化学物質を対象として、各用途群の化学物質のライフサイクルの段階

ごとの排出寄与率を推定し、排出への寄与が大きいライフサイクル段階を特定し、排出

係数を工程、装置、使用状況の特性により分類化する。さらに、ライフサイクルの各段

階における排出係数推算式を導出する。 

工程、装置、使用状況ごとに導出された排出係数推算式を統合し、２つの用途群の化

学物質に係るＥＳＤを策定する。 
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研究開発項目② 「化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

化学物質の暴露によるヒト健康リスクは、大気を含む一般環境経由の暴露（環境経由暴露）

の寄与よりも、室内暴露（直接暴露）による寄与の方が大きいケースもあり、暴露総量を勘案

した適切なリスク評価を行うためには、室内暴露の影響は無視できない。室内暴露の要因とし

ては、建材、壁材、家具などからの揮発成分による暴露（受動暴露）と、スプレーや電化製品、

防虫剤などの消費者製品使用時の暴露（消費者製品暴露）がある。 
室内暴露に寄与する化学物質の性質は多様であることから、ヒトへの暴露経路の特定も難し

く、従って、原因物質と暴露量の関係がなかなか把握できず、重要な問題でありながら、対策

が遅れてきた。このため、室内暴露（受動暴露及び消費者製品暴露）の発生源と暴露濃度との

関係の把握、さらにはリスク評価の手法確立は緊急かつ重要な課題である。 
リスク評価手法の確立のためには、まず、製品からの放散量と、その室内での挙動を明らか

にし、吸入経路または経皮・経口経路での暴露量の推定を可能にする数理モデルを含むツール

を開発する必要がある。また、その結果をリスク評価につなげるための解析手法の開発が必要

である。さらに、消費者製品暴露量を基に、簡易でかつ的確にリスク評価を行うためには、生

活・行動パターン等に関する情報（製品の使用頻度などのデータを含む）も収集し、暴露係数

を決定することが必要である。 
 

２．研究開発の具体的内容 
（１）室内暴露評価ツールの構築 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルを構築し、様々なパラ

メータのデフォルト値のデータベースまたはパラメータの推定式を加えて使いやすいツー

ルとする。これらを用いて、現状で使われている各種物質と代替物質による室内暴露量の

評価を行うとともに、ヒトの生活・行動形式を考慮し総暴露量を求めた上でリスク評価を

行う。 
 
（２）暴露ツールを使うための各種パラメータの整備と推定式の構築 

暴露量推定モデルの利用のために必要な各種パラメータ（室内放散量、放散速度、分解

速度、吸着速度、換気係数、住宅に関する指標（容積・部屋数）、製品使用量、生活時間等）

について、既存データから収集整理するとともに、不足分は実測によって補い、 終的に

は、製品の物性と用途、化学物質の用途と物性とで推定できるような推定式のセットを作

る。 
さらに、消費者製品による暴露を適切に評価するために、生活・行動パターン等に関す

る情報（製品の使用頻度などを含む）を収集し、暴露係数を決定するとともに、それらを

データベース化する。 
 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルを構築し、化学物質の室

内での挙動を記述する因子を７つ以上選び、リスクトレードオフ解析のために 適化する。 

目標精度を達成する暴露量推定のために必要な各種パラメータ（室内放散量など）につい

ては、５つの用途群のうちプラスチック添加剤、溶剤・溶媒、家庭用製品の化学物質につい
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て既存データを収集し、整理すると同時に、実験データが少ない化学物質についてのパラメ

ータを、製品の物性と用途、化学物質の用途と物性の関数として推定できるような推定式の

セットを策定し、上述の室内吸入暴露モデルに組み込む。対象とする化学物質は３用途２０

物質程度とし、その選定基準は既存データ数が多く、かつ、パラメータ推定の指標となる化

学物質とする。これらの暴露評価をリスク評価につなげるために、生活・行動パターン等に

関する情報（製品の使用頻度などを含む）を収集し、暴露係数を決定し、それらをデータベ

ース化し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルにつき、プロトタイプを

構築する。 

暴露量推定のために必要な各種パラメータ（室内放散量など）については、特にプラスチ

ック添加剤、溶剤・溶媒について既存データを収集し、整理すると同時に、実験データが少

ない化学物質についてのパラメータを実測で補いつつ、製品の物性と用途、化学物質の用途

と物性の関数として推定できるような推定式のセットを策定し、上述の室内吸入暴露モデル

に組み込み、公開する。 
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研究開発項目③ 「地域スケールに応じた環境動態モデルの開発」 

 

１．研究開発の必要性 
本研究プロジェクトで対象とする代表的な用途群の１つである溶剤・溶媒の詳細リスク解

析のためには、地域差のある発生源周辺濃度をより正確に推計でき、さらに有機化学物質の

光化学反応及び二次生成過程で生じるアルデヒド類等の分解生成物の大気中濃度を推定でき

る大気モデルが必要となる。 

また、同じく代表的な用途群である洗浄剤及び金属類の生態影響へのリスク評価をより地

域特異的に行うためには、全国域をカバーし、金属類の濃度を推計可能な河川・海域内湾モ

デルが必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 

（１）大気モデルの構築 
揮発性有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程をモデル化し、気象・拡散モデル

に組み込むことにより、濃度推定可能となる大気モデルを構築する。なお、モデルの精緻

化に関しては、揮発性有機化合物の二次生成（主にオゾンとアルデヒド類）に絞って実施

する。 

 
（２）河川・海域モデルの構築 

日本全国の１級河川と主要な内湾の化学物質濃度を推定可能な拡散モデルを組み込んだ

モデルを構築する。併せて、金属等の有機物への吸脱着過程及び反応過程を上記モデルに

組み込むことにより、生物利用性のある金属等の濃度推計も可能なモデルとする。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

大気モデルは、有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程を兼ね備えた、日本全国

の任意の地域で必要に応じて 高０．５ km グリッドの解像度で濃度推定可能な気象・拡

散モデルを構築する。モデル計算は、汎用のパソコンを使用して１～２日程度（関東地方

５ km グリッドの場合）で目標とする推定精度を達成する。 

河川・海域モデルは、日本全国の１級河川の流域特性をおおよそ２０パターン程度に類

型化し、すべての１級河川と主要内湾を１ km グリッドの解像度で濃度推定が可能となる

拡散モデルを組み込んだモデルを構築する。類型化により、全国を対象とした場合でも、

個別に計算する場合の１／１０程度の計算時間を達成する。金属の有機物への吸脱着過程

及び反応（錯体化）過程をモデル化する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

大気モデルは、揮発性有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程をモデル化し、気

象・拡散モデルに組み込み、５km グリッドの解像度で日本全土の大気濃度が推定可能なプ

ロトタイプモデルを構築する。 

河川・海域モデルは、日本全国の１級河川と主要内湾の化学物質濃度を１km グリッドの

解像度で推定可能な拡散モデルを組み込んだプロトタイプモデルを構築する。なお、プロ

トタイプモデルでの代表的な規模の１水系でのモデル計算は、汎用のパソコンを使用して

６時間程度で目標とする推定精度を達成する。 
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研究開発項目④ 「環境媒体間移行暴露モデルの開発」 
 
１．研究開発の必要性 

プラスチック生産時に大量に使用されるプラスチック添加剤は、蒸気圧が低く、難水溶性で

あるため、環境中に徐々に排出され、環境媒体間を移行して、土壌、植物、家畜等の有機物に

蓄積される傾向があることから、農・畜産物等の食物経由の経口暴露リスクを評価する必要が

ある。 

しかし、農・畜産物の生産地は全国に遍在しており、それらの流通経路も個別の産物や消費

地毎に異なっている。 

このため、プラスチック添加剤として代替物質を導入することに伴うリスクの増減や、リス

クを被る主体の変化等のリスクトレードオフの傾向を適切に評価するためには、食物経由の化

学物質摂取量の地域差を適切に評価できる環境媒体間移行暴露モデルの開発が必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）地理情報システム（ＧＩＳ）データベースの構築 

ＧＩＳ上に、土性、人口構成、土地利用、農作物・飼料作物生産量、家畜飼養頭数、畜

産物の県間移動量等のデータを一元管理するデータベース（ＧＩＳデータベース）を構築

する。このデータベースを用いて、環境媒体間移行暴露モデルで用いる地域特性パラメー

タを決定する。 

 
（２）農･畜産物流通モデルの構築 

構築したＧＩＳデータベースをもとに、全国の農・畜産物の生産地から任意の地域への

農・畜産物流通量を推定するモデルを開発する。既報の利用可能な流通データで、農・畜

産物流通モデルを検証し、改良する。 

 

（３）地域特性を反映した環境媒体間移行暴露モデルの構築 
大気中濃度から農耕地土壌中濃度を推計する「土壌モデル」、大気中と農耕土壌中濃度か

ら農作物及び飼料作物中濃度を推計する「植物モデル」、さらに、飼料作物等から畜産物中

濃度を推計する「家畜モデル」の個々の媒体間移行モデルを構築し、（１）で決定した地域

特性パラメータを用いることで、地域毎の農作物、飼料作物及び畜産物中の化学物質濃度

を推定する媒体間移行モデルを構築する。また、農・畜産物中の化学物質のモニタリング

調査を行い、モニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体間移行モデルを検

証し、改良する。 

流通モデルで推定される農・畜産物の流通量に基づき、任意の地域での化学物質摂取量

の分布を推定する暴露モデルを構築し、媒体間移行モデルと統合し、任意の地域での農・

畜産物経由の化学物質摂取量の分布を現状のリスク評価と同レベルの精度で推定できる環

境媒体間移行暴露モデルを構築する。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

ＧＩＳデータベースを様々な空間解像度の既報データをもとに構築し、環境媒体間移行

暴露モデルで用いる地域特性パラメータを分布関数として都道府県別に決定する。 

決定した都道府県別の地域特性パラメータの分布関数に基づき、濃度推定が可能な「土
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壌モデル」、「植物モデル」及び「家畜モデル」の各媒体間移行モデルを構築する。また、

農・畜産物中の化学物質のモニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体間移

行モデルの検証を行い、改良する。 

ＧＩＳの人口、土地利用、農・畜産物生産量等のデータに空間的相互作用モデルを適用

し、農・畜産物の生産地から任意の地域への流通量を推定する「流通モデル」を開発する。

既報の利用可能な大都市圏への流通データで、この流通モデルを検証し、改良する。 

さらに、流通モデルで推定される農・畜産物の流通量に基づき、任意の地域での化学物

質摂取量の分布を推定する暴露モデルを構築する。 

環境媒体間移行モデルと暴露モデルを統合し、任意の地域での農・畜産物経由の化学物

質の経口摂取量分布を推定できる環境媒体間移行モデルとしてシステム化し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

ＧＩＳデータベースのプロトタイプを構築するとともに、環境媒体間移行暴露モデルで

用いる地域特性パラメータを分布関数として都道府県別に検討する。 

都道府県別の地域特性パラメータの分布関数に基づき、濃度推定が可能な「土壌モデル」、

「植物モデル」及び「家畜モデル」の各媒体間移行モデルのプロトタイプを構築する。ま

た、農・畜産物中の化学物質のモニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体

間移行モデルの検証を行い、改良する。 

さらに、農・畜産物の既報の利用可能な流通データに基づき、大都市圏での化学物質摂

取量を推定する暴露モデルを構築し、媒体間移行モデルと統合する。 
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研究開発項目⑤ 「リスクトレードオフ解析手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

化学物質によるヒト健康影響及び生態影響のリスクを評価し、物質間のリスクを比較するた

めには、有害影響の情報が必須である。有害影響の種類は多様であり、一般に同時に生じるが、

個々の有害影響が発現する暴露濃度や摂取量は同じ化学物質でも異なる。このため、現行のリ

スク評価では、低濃度または低用量で発現する有害影響の中から重篤度を考慮して決定された

有害影響とその無毒性量等の値が使用される。 

したがって、ある化学物質とその代替物質のリスクを比較し、リスクのトレードオフ関係を

解析する場合に、しばしば物質間で異なる種類の有害影響のリスクを比較する必要が生じる。 

有害性に関する情報が非常に少ない化学物質に対しては、限られた既知有害性情報から、リ

スク評価及びリスク比較に必要となる有害影響を推定し、さらに異なる種類の有害影響を生じ

る化学物質間のリスクを統一的尺度で表し、比較する手法の確立が必要となる。また、意思決

定には、費用要素も必要不可欠であり、社会経済性の分析手法も必要となる。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）有害影響の種類推定手法の開発 

吸入暴露、経口暴露または経皮暴露による有害性情報を収集し、試験で採用された暴露

経路、生物種、試験期間等を考慮して、試験の検査・観察結果をまとめ、これらの結果及

び物質の構造特性と類型化されたヒト健康影響の相互関連性を抽出する。この相互関連性

を基に、in vitro 試験（生物個体を使わず，培養細胞等を用いた試験）や動物試験等の限ら

れた情報と物質構造から、リスク評価に必要なヒト健康影響の種類を確率論的に推論する

手法を開発する。 

生態影響についても有害性情報を収集し、生物種（魚類、藻類、甲殻類）ごとに影響の

種類（個体レベルの死亡、成長阻害、繁殖阻害等）や毒性作用機序を整理し、下記（２）

の有害影響推定手法の開発のための基本データセットとする。 

 
（２）有害影響推定手法の開発 

（１）において選択される化学物質の中から、類型化されたヒト健康影響を生じる可能

性がある物質を影響ごとに選択し、これらの代表物質とリスク評価対象物質についての in 
vitro 試験や動物試験での検査・観察結果と物質構造を比較することにより、代表物質のヒ

トでの無毒性量から、リスク評価対象物質のヒト無毒性量を推定する手法を開発する。 

生態影響では、（１）で作成の基本データセットを活用し、必要に応じて情報欠如を補う

推論手法を開発し補完する。 

 
（３）リスク比較手法の開発 

化学物質の暴露濃度や摂取量と本研究開発項目で推論される化学物質の無毒性量や無影

響濃度から個別物質のヒト健康影響や生態影響のリスクを判定し、さらに、化学物質間の

リスクを比較する。 
 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

５つの用途群の化学物質やそれらに構造が類似した化学物質について、ヒト健康影響と
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の相互関連性が示唆される in vitro 試験や動物試験での複数の検査・観察項目の結果や物質

構造から、リスク評価物質の無毒性量等を推定する方法を開発する。 

生態影響については、５つの用途群に用いられる化学物質を対象とし、生物種ごとに、

類似構造の化学物質群や有害影響の種類別に無影響濃度等を推論する手法を開発する。 

さらに、化学物質間のヒト健康影響または生態リスクを比較するための統一的尺度を決

定する。 

５つの用途群に用いられる化学物質を対象として、統一尺度で表現されたリスクを指標

とし、リスクが増える主体、費用負担が大きく増えた主体、他の業種への波及効果を推定

し、リスク管理のために、私的費用、社会的費用がどのように負担されるのかを解析し、

リスクトレードオフ評価指針の中でまとめる。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

in vitro 試験や動物試験等の限られた情報と物質構造から、リスク評価に必要なヒト健康

影響の種類を確率論的に推論する手法を開発する。さらに、２つの用途群の化学物質やそ

れらに構造が類似した化学物質について、in vitro 試験や動物試験での複数の検査・観察項

目の結果や物質構造からヒト健康影響との相互関連性が示唆される情報を抽出し、リスク

評価物質の無毒性量等を推定する方法を開発する。 

生態影響については、５つの用途群の化学物質やそれらの構造類似物質を含む有害性情

報を収集し、生物種ごとに影響の種類（個体レベルの死亡、成長阻害、繁殖阻害等）や毒

性作用機序を整理し、基本データセットを作成する。作成する基本データセットを用い、

２つの用途群に用いられる化学物質を対象として、生物種ごとに、類似構造の化学物質群

や有害影響の種類別に無影響濃度等を推論する手法を開発する。 

さらに、化学物質間のヒト健康影響または生態リスクを比較するための統一的尺度を検

討する。 

２つの用途群における既存の代替事例を対象として、統一尺度で表現されたリスクを基

に、リスクが増える主体、費用負担が大きく増えた主体、他の業種への波及効果を解析す

る。 
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研究開発項目⑥ 「５つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成」 
 
１．研究開発の必要性 

本研究開発による新たな解析手法を確実に経済社会へ適用していくためには、上記研究開発

項目①～⑤において開発した手法や暴露モデルなどの各種ツールの公開とともに、具体的な適

用事例として代表的な５つの用途群に係るトレードオフ解析を実践し、リスクトレードオフ評

価書を策定することが不可欠である。併せて、事業者が自ら代替物質によるリスク比較を行う

際の手引きとなるリスクトレードオフ評価指針をとりまとめて公開することは、社会全体にお

ける経済合理的な 小リスクでの化学物質管理の実現のために必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
（１）用途群別リスクトレードオフ評価書の作成 

代替物質によるリスクと費用の変化、リスクと費用分配の変化及び波及効果等に関する

社会経済分析を実施するとともに、リスクトレードオフ解析全体の枠組みを例示したリス

クトレードオフ評価書を作成し、公開する。 

 
（２）リスクトレードオフ評価のための指針作成 

リスクトレードオフ評価書の品質維持・普及のため、作成過程の手引書として、評価指

針を作成し、公開する。また、プロジェクトの展開を見据えつつ、ＯＥＣＤ等の国際機関

へ成果を提示する。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

５つの用途群について社会経済分析結果も含むリスクトレードオフ評価書を作成し、公

開する。併せて、それらの解析結果をとりまとめ、リスクトレードオフ評価指針を作成し、

公開する。 

リスクトレードオフ解析に関する全評価指針を作成し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

２つの用途群について、代替物質による社会経済分析結果を含めたリスクトレードオフ

評価書を作成し、公開する。 
暴露解析、費用推算に関る評価指針を作成し、公開する。 



添付資料⑤ 

 
 
 

事前評価関連資料 
（ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ） 

 



2006年11月 現在

１９年度新規研究開発プロジェクト（案）概要

○研究開発課題（目的達成のための技術課題）

①ライフサイクルに応じたあらゆる暴露を考慮した環境動態解析手法の開発

②リスクトレードオフ解析手法の開発

リスク評価・リスク管理分野の技術マップにおいて、リスク管
理に必要な技術開発のうち、代替物質のリスクなど化学物質間の
リスクのトレードオフを考慮したリスク管理手法等、リスク評価
に必要な技術開発のうち、ヒト健康について共通の指標で評価す
る手法、不確実性を含んだリスク指標の開発等、暴露評価に必要
な技術開発のうち、製品からの直接暴露の評価手法、用途ごとの
排出量推計手法等に位置づけられる。

研究目的

研究内容

背景、目的、必要性（市場ニーズ、技術ニーズ）

○これまでの我が国の化学物質管理は、有害性の強さを基準とする規制や管理が
主流。しかしながら、世界的な化学物質管理の潮流は、化学物質のユーザーも含
めたサプライチェーン全体でのリスクベースの管理へシフトしている状況。

○リスクに基づく管理へのシフトとは、規制物質の使用を制限するという管理か
ら、リスクの少ない物質を探して代替していくという管理に変化することを意味
し、事業者自らが莫大な数の化学物質のリスクを高精度かつ定量的に評価し、そ
れぞれのリスクを比較しながら代替物質を検討する必要があることを意味する。

○しかしながら、現下の我が国のリスク評価技術は、ＰＲＴＲデータがあるなど
データリッチな個々の化学物質の定性的評価が可能な水準に達しているものの、
大部分の化学物質は基本的には評価に必要な暴露情報等が不十分。

○暴露情報が欠如している化学物質を評価する際、また、リスクの懸念が生じて
類似物質へ代替する際には、同じ用途の化学物質を一つのカテゴリーとして分類
し化学物質群として評価する手法や、代替物質とのリスクトレードオフ解析によ
るトータルなリスク評価の実施が極めて効果的。

○このため、代替物質とのリスク比較など、リスクを科学的、定量的に判断し、
小リスクでの 適な管理を行うため、データギャップを類推し、複数リスクの

総和の類推を可能とするリスクトレードオフ解析手法の確立が不可欠。

○キーテクノロジー、ブレークスルーのポイント、オリジナリティ
（課題を解決するためのポイントおよびその現状）

①ＥＳＤ（Emission Scenario Document（※））ベースの排出量推計手法や、
化学物質含有製品からヒトへの直接暴露を念頭においた室内暴露評価手法、
また、地域レベルから広域レベルまで地域スケールに応じた環境動態モデル、
環境媒体移行暴露モデルによる環境動態解析の実現。

②同じ用途の化学物質群ごとのリスク評価手法、社会経済分析手法等の確立。

プロジェクトの規模
○事業費と研究開発期間(目安として)

①事業費総額：約１０億円、 ②研究期間：５年

その他関連図表

技術戦略マップ上の位置付け

個々の化学物質のリスク評価（含む、詳細リスク評価）
ＰＲＴＲデータの活用、環境モニタリングデータなど、暴露情報
等のデータリッチな一部化学物質の評価が主流

リスクトレードオフ解析手法の開発フロー

これまでのリスク評価手法

ライフサイクルに応じたあらゆる暴露を考慮した
環境動態解析手法の確立

ＥＳＤベースの環境排出量推計手法の確立

地域スケールに応じた環境動態モデルの開発

化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等
室内暴露評価手法の確立

・損失余命、ＱＡＬＹ等の指標を用い
た社会経済分析手法の確立

・相対的にリスクの小さい代替物質
の選択

・安全な製品開発の促進

・ 小リスクでの経済合理的な 適
リスク管理の促進

環境媒体移行暴露モデルの開発

リスクトレードオフ解析手法の確立

社会全体における化学物質の 適管理の実現

異なるリスクを統一
指標で評価

定量的なリスクト
レードオフの実現

欠
如
し
て
い
る
暴
露
情
報
の
補
完

小リスクでの化
学物質管理の実現

研究目的

※：排出シナリオ文書。化学物質の排出量を推定するために、排出源・生産工程・経
路・使用パターンを記述した文書。

研究テーマ名 化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発



事前評価書 

 

  作 成 日 平成１８年１１月１７日 

１．事業名称  
「化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開

発」 

２．推進部署名 バイオテクノロジー・医療技術開発部 

３．事業概要 （１）概要： 

化学物質のライフサイクルに応じたあらゆる暴露を考慮した環

境動態解析の実現のため、ＥＳＤ（Emission Scenario Document）

ベースの排出量推計方法、室内暴露評価手法等を開発するとと

もに、事業者等における代替物質の選択の際のリスク相互比較

が可能となるリスクトレードオフ解析の実現のため、同じ用途の化

学物質群ごとのリスク評価手法、社会経済分析手法等を開発す

る。 

 

（２）平成 19 年度予算要求額：200.0（百万円） 

 

（３）事業期間：平成 19 年度～平成 23 年度（5 年間） 

 

４．評価の検討状況 

（１）事業の位置付け・必要性 

①事業の位置づけ 

本プロジェクトは、化学物質総合評価管理プログラムの一環として実施されるものである。

プログラムの目的である「環境と調和した健全な経済産業活動と安全・安心な国民生活の実

現を図るため、化学物質のリスクの総合的な評価を行い、リスクを適切に管理する社会シス

テムを構築する」ために達成すべき重要な目標として、「化学物質のライフサイクルにわたる

リスクの総合的な評価・管理を行うための手法の確立、知的基盤の整備」が記されており、

本プロジェクトでは、化学物質のリスクを評価・管理する手法の構築を行うものである。 

化学物質のリスクを評価・管理する技術体系は、国民の理解増進のための基盤、事業者

が自ら化学物質管理を行うための基盤及び国が規制等の施策を講ずる際の手段となること

から、国が中心となって実施することが必要である。 

なお、本プロジェクトは、化学物質総合管理分野ロードマップの、「リスク評価・管理技術開

発」のうち、「リスクトレードオフに基づく 適管理手法の開発」に位置付けられる。 

 

②事業の必要性 

これまでの我が国の化学物質管理は、有害性（ハザード）の強さを基準とする規制や管理

が主流であったが、世界的な化学物質管理の潮流は、化学物質のユーザーも含めたサプラ

イチェーン全体でのリスクベースの管理へシフトしている状況である。リスクに基づく管理へ

のシフトとは、従来のような規制物質の使用を制限するという管理から、リスクの少ない物質



を探して代替していくという管理に移行していくことを意味し、事業者自らが莫大な数の化学

物質のリスクを高精度かつ定量的に評価し、それぞれのリスクを評価しながら代替物質を検

討する必要があることを意味する。しかしながら、我が国のリスク評価技術は、ＰＲＴＲデータ

があるなど個々のデータリッチな化合物の定性的な評価が可能な水準に達しているものの、

大部分の化学物質は基本的には評価に必要な暴露情報等が不十分であり、それらをその

まま適用すること、さらには定量的に比較することは困難である。暴露情報が欠如している

化学物質を評価する際、また、リスクの懸念が生じて類似物質へ代替する際には、同じ用途

の化学物質を一つのカテゴリーとして分類し、化学物質群として評価する手法や代替物質と

のリスクトレードオフ解析によるトータルなリスク評価の実施がきわめて効果的である。 

  このため、代替物質とのリスク比較など、リスクを科学的、定量的に判断し、 小リスクでの

適な管理を行うため、データギャップを類推し、複数リスクの総和を類推可能なリスクトレ

ードオフ解析手法の確立が必要不可欠である。 

   

（２）研究開発目標の妥当性 

＜目標＞ 

・ライフサイクルに応じたＥＳＤベースの排出量推計手法の開発 

・化学物質含有製品からヒトへの直接暴露を念頭においた室内暴露評価手法の構築 

 ・地域レベルから広域レベルまで地域スケールに応じた環境動態モデルの開発 

 ・環境媒体移行暴露モデルの開発 

 

＜妥当性＞ 

NEDO POST３やヒアリング調査等で意見聴取し、妥当性について更なる検討を行う。 

 

（３）研究開発マネジメント 

公募を行い、 適な研究開発体制を構築する。研究開発の実施にあたってはプロジェクト

リーダーを選定し、プロジェクトリーダーと協議して研究の管理を行う。また、推進委員会を

年３～４回開催し、体制内での連携強化、進捗状況を踏まえた予算配分・事業計画の策定

を行う。 

なお、NEDO は別途定められた技術評価に係わる指針及び技術評価実施要領に基づき、

技術的及び産業技術政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成果の技術的意義

並びに将来の産業への波及効果等について外部有識者による中間評価を平成 21 年度、事

後評価を平成24年度に実施する。なお、評価の時期については、当該研究開発に係わる技

術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すもの

とする。 

 

（４）研究開発成果 

①ライフサイクルに応じたあらゆる暴露を考慮した環境動態解析手法の開発 

環境動態解析の実現により、製造段階はもとより、環境排出に大きく寄与する含有製品

の使用段階、廃棄段階等あらゆる暴露を考慮した精緻な暴露評価が可能となる。 



②リスクトレードオフ解析手法の開発 

代替物質とのリスク比較など、リスクを科学的、定量的に判断し、 小リスクでの 適な

管理を行うため、データギャップを類推し、複数リスクの総和の類推が可能となる。 

（５）実用化・事業化の見込み 

本事業の成果を適用することによって、社会全体における化学物質の 適管理が実現し、

リスクとベネフィットのバランスを考慮し、リスクコミュニケーションを通じてリスクと向き合う社会

を構築することが可能となる。 

（６）その他特記事項 

 特になし  

５．総合評価 

近年、新技術や新規に開発される化学物質などによる新たなリスクが危惧され、予見的リス

ク管理技術の開発が求められている。このような社会・国民のニーズに応えるためには、持続

可能な社会を目指しつつ、リスクと効用のバランス感覚を兼ね備えた社会が醸成されるよう、リ

スク受容レベル、規制対効果、費用対効果などリスク管理に関わる社会科学的なアプローチ

による管理が必要であり、そのような社会経済分析を本リスク評価手法開発では実践すること

としている。また、事業者等による安全な製品開発や、 小リスクでの経済合理的なリスク管

理の浸透による社会全体の化学物質 適管理の実現に資する先導的な取組として、リスクト

レードオフ解析手法の構築が必要であることから、本事業はＮＥＤＯで実施する事業として適切

であると判断する。 
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（化学物質総合評価管理プログラム） 
「化学物質の 適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発」基本計画 

 
バイオテクノロジー・医療技術開発部 

 
１．研究開発の目的・目標・内容 
（１）研究開発の目的 

本プロジェクトは、化学物質総合評価管理プログラムの一環として実施されるもの

である。プログラムの目標である「環境と調和した健全な経済産業活動と安全・安心

な国民生活の実現を図るため、化学物質のリスクの総合的な評価を行い、リスクを適

切に管理する社会システムを構築する」ために達成すべき重要な課題の１つとして、

「化学物質のリスク評価・管理を実現するための基盤情報の整備、手法の構築と体系

化」が記されており、本プロジェクトでは、化学物質のリスクを評価・管理する手法

の構築を行うものである。 

我が国のこれまでの化学物質管理は、有害性の強さを基準とする規制や管理が主流であ

ったが、リスク評価の概念やリスク評価手法の発達に伴い、世界的な化学物質管理の潮流

はリスク評価に基づく管理へとシフトしている。我が国においても化学物質のライフサイ

クル全般に亘るリスクベースでの管理を一層推進していくためには、化学物質の製造者の

みならず、使用者も含めたサプライチェーン全体での 適管理を可能とする手法の構築が

急務である。 

リスク評価に基づく管理へのシフトとは、従来の規制物質の使用を制限する管理から、

暴露の考慮されたリスクの大きさの評価に基づくライフサイクルを通じた適切な管理、あ

るいはリスクの少ない代替物質を選択し、化学物質の利用に伴う便益を 大限に活用する

とともに、化学物質によるリスクを許容範囲内に抑えた管理へと転換していくことである。

こうした物質代替は、リスク評価に基づくリスクの 小化に向けた 適な管理の一つと言

える。 

代替物質を選択する際、安易な代替物質の使用や適切なリスク評価を伴わない代替物質

の使用により、当初のリスクに替わり別のリスクが発生し、リスク削減効果が相殺（リス

クのトレードオフ）されること、代替物質の使用によりリスクが増大することは、回避し

なければならない。現下の我が国のリスク評価技術は、ＰＲＴＲデータなど評価に必要な

情報がある程度存在する化学物質に対しては定性的な評価が可能な水準に達しているもの

の、多くの化学物質に対しては評価に必要な暴露情報等が不十分であり、異なる化学物質

間のリスクの定量的な比較は困難な状況にある。このため、事業者自らが化学物質のリス

クを高精度かつ定量的に評価し、それぞれのリスクを共通指標で比較、検討しながら、適

切な代替物質を選択することが可能となるリスクトレードオフ解析手法を構築することが

必要である。 

本プロジェクトは、リスクが懸念される物質の代替化が同一用途の物質群（以下、「用途

群」という。）で検討される点に着目し、用途群内の物質を対象として、リスクを科学的・

定量的に比較でき、費用対効果等の社会経済分析をも行える「リスクトレードオフ評価手

法」を開発することを目的とする。そのため、暴露情報の欠如（データギャップ）を補完

し得る暴露評価手法を用途群毎の特徴に応じた形で開発し、化学物質の製造段階はもとよ

り、環境排出に大きく寄与する化学物質含有製品の使用段階、消費段階、廃棄段階等ライ

フサイクルのあらゆる暴露を考慮した精緻な環境動態解析手法を構築する。さらに、ヒト
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や生態系に対する有害性情報については既存の情報を活用し、必要に応じて情報の欠如（有

害性データギャップ）を補完する手法を開発する。それらを利用して、代表的な化学物質

用途である洗浄剤、プラスチック添加剤、溶剤・溶媒、金属類及び家庭用製品（以下、「５

つの用途群」という。）毎のリスクトレードオフ評価書を策定し、併せて、リスクトレード

オフ評価指針を策定し、行政等による規制や事業者（団体）による評価において広く活用

できるように公開する。 

 
（２）研究開発の目標 

① 終目標（平成２３年度） 
５つの用途群に用いられる化学物質について、用途群別にリスクトレードオフ評価を行

う。そのために、環境排出量推計手法、室内暴露モデル、環境動態モデル、環境媒体間移

行暴露モデルを開発し、暴露濃度や摂取量等を推計する。推計に際しては、主に既存情報

が少ない化学物質を対象とすることから、 低限，暴露濃度や摂取量を既報の実測値の±1

桁の精度で推定できることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。

さらには、化学物質のヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無影響濃度等を推論し、

リスクを統一的尺度で表す手法を開発する。これらを用いて、用途群毎の物質間でのリス

クトレードオフ関係を解析する。 

終的には、用途群別リスクトレードオフ評価書としてとりまとめるとともに、５つ

の用途群に係るリスクトレードオフ評価指針を作成し、解析のために開発された上記モ

デルなどとともに公開する。 

 
②中間目標（平成２１年度） 

洗浄剤及びプラスチック添加剤（以下、「２つの用途群」という。）に用いられる化学物

質について、用途別リスクトレードオフ解析を行う。そのために、環境排出量推計手法を

開発し、室内暴露モデル、環境動態モデル及び環境媒体間移行暴露モデルのプロトタイプ

を用いて、暴露濃度や摂取量を推計する。推計に際しては、主に既存情報が少ない化学物

質を対象とすることから、 低限，暴露濃度や摂取量を既報の実測値の±1 桁の精度で推

定できることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。さらには、

２つの用途群の化学物質により生じるヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無影響

濃度等を推論し、リスクを統一的尺度で表す手法を開発する。これらを用いて、２つの用

途群として用いられる化学物質間でのリスクトレードオフ関係を解析する。 
 

 （３）研究開発の内容 
 上記目標を達成するため、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき、

研究開発を委託により実施する。 
①排出シナリオ文書（ＥＳＤ*）ベースの環境排出量推計手法の確立 

②化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立 

③地域スケールに応じた環境動態モデルの開発 

④環境媒体間移行暴露モデルの開発 

⑤リスクトレードオフ解析手法の確立 

⑥５つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成 

*ＥＳＤ（Emission Scenario Document、排出シナリオ文書）：化学物質の製造、加工、

使用段階からの環境排出量を推計するため数式や情報等を記述した文書 
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この際、国際標準化機構（ＩＳＯ）への日本提案等、国内標準化及び国際標準化を念頭

に置きつつ開発を進めるものとする。 
 
２．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 
 本研究開発は、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「ＮＥＤＯ技

術開発機構」という。）が、単独ないし複数の原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の研

究機関（原則、国内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別な研究開

発能力、研究施設等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な場

合にはこの限りでない。）から公募によって研究開発実施者を選定後、共同研究契約等を締

結する研究体を形成し、委託して実施する。 
 共同研究開発に参加する各研究開発グループの有する研究開発ポテンシャルの 大限の

活用により効率的な研究開発の推進を図る観点から、研究体にはＮＥＤＯ技術開発機構が

委託する研究開発責任者（プロジェクトリーダー）を置き、その下に研究を可能な限り結

集して効率的な研究開発を実施する。 
 

（２）研究開発の運営管理 
 研究開発全体の管理・執行に責任を有するＮＥＤＯ技術開発機構は、経済産業省及び研

究開発責任者と密接な連携を維持しつつ、プログラムの目的及び目標、並びに本研究開発

の目的及び目標に照らして適切な運営管理を実施する。具体的には、必要に応じて技術検

討委員会等における外部有識者の意見を運営管理に反映させる他、四半期に一回程度、プ

ロジェクトリーダー等を通じてプロジェクトの進捗について報告を受けること等を行う。 
 

３．研究開発の実施期間 
 本研究開発の期間は、平成１９年度から平成２３年度までの５年間とする。 
 

４．評価に関する事項 
 ＮＥＤＯ技術開発機構は、技術的及び政策的観点から、研究開発の意義、目標達成度、成

果の技術的意義、将来の産業への波及効果等について、想定ユーザーである民間企業の有識

者を含む外部有識者による研究開発の中間評価を平成２１年度に、事後評価を平成２４年度

に実施する。また、中間評価結果を踏まえ必要に応じプロジェクトの加速・縮小・中止等見

直しを迅速に行う。なお、評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向

や当該研究開発の進捗状況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 

５．その他の重要事項 
（１）研究開発成果の取扱い 

① 成果の普及 
 得られた研究開発の成果については、学術論文、公開技術報告書、公開作業手順書等と

して取りまとめ、ＮＥＤＯ技術開発機構、研究開発実施者とも普及に努めるものとする。 
 
② 知的基盤整備事業又は標準化等との連携 
 得られた研究開発の成果については、知的基盤整備又は標準化等との連携を図るため、

データベースの提供、標準情報（ＴＲ）制度への提案等を積極的に行う。特に、国際標準
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化機構（ＩＳＯ）への日本提案等、国内標準化及び国際標準化を念頭に置きつつ開発を進

めるものとする。 
 
③ 知的財産権の帰属 
委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「独立行政法人新エネルギー・産業

技術総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２６条の規定に基づき、原則と

して、すべて委託先に帰属させることとする。 
 
④成果の産業面での活用 

ａ）研究開発実施者は、本研究開発から得られる研究開発成果の産業面での着実な活用

を図るため、本研究開発の終了後に実施すべき取り組みのあり方や研究開発の産業

面での活用のビジネスモデルを立案するとともに、立案した取り組みのあり方とビ

ジネスモデルについて、研究開発の進捗等を考慮して、本研究開発期間中に必要な

見直しを行う。 

ｂ）研究開発実施者は、上記 a)で立案した取り組みとビジネスモデルを本研究開発終了

後、実行に移し、成果の産業面での活用に努めるものとする。 

 
（２）国際協調及び国際貢献 

 研究開発の推進に当たっては、ＯＥＣＤ、ＩＳＯ等における議論を踏まえつつ可能な限

り国際的に協調しながら推進するものとし、本研究開発の成果（中間段階で得られる知見

を含む）をもって国際的に適宜貢献していくこととする。 
 

（３）基本計画の変更 
ＮＥＤＯ技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状

況、研究開発動向、産業技術政策動向、第三者による評価結果、研究開発費の状況、

当該研究開発の進捗等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、研究体制等、基本計

画の見直しを弾力的に行うものとする。 

 
（４）根拠法 

 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第１５条第１

項第２号に基づき実施する。 
 

６．基本計画の改定履歴 
（１）平成１９年５月 制定 
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（別紙）研究開発計画  
 
研究開発項目① 「排出シナリオ文書（ＥＳＤ）ベースの環境排出量推計手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

本プロジェクトで開発する環境動態モデルと環境媒体間移行暴露モデルを用いて、環境

モニタリングデータ等の情報がない化学物質の暴露を解析するためには、当該物質の環境

媒体別の排出量データが必要となる。しかしながら、化学物質はその製造、加工、使用及

び廃棄の各ライフサイクル段階から環境中に排出されており、把握は容易ではない。 

このため、多数の化学物質のライフサイクルの各段階からの排出をカバーしうる代表的

な用途群を対象に、化学物質のＥＳＤを整備しつつ、化学物質の用途から排出量を類推す

るＥＳＤベースの環境排出量推計手法を確立することが必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）排出係数の工程・装置・使用状況特性による分類化 

既存データ等により、製造、加工、使用及び廃棄のライフサイクルの各段階から環境

への排出寄与が大きい排出過程をマテリアルフロー解析で特定し、それらの過程からの

排出係数を決定する。さらに、用途群ごとの主要排出過程における工程及び使用される

装置とその使用状況を調査し、上記排出係数をそれらと関連付けておおよそ５分類程度

に分類化する。 

 
（２）排出係数推算法の構築 

(1)で得られる排出係数をベースとして、使用される化学物質の物性（蒸気圧等）、主

要工程及び使用される装置の運転状況の特性（加熱温度、混合速度等）を変数として、

ライフサイクルの各段階に適用できる排出係数推算式を構築し、環境動態モデルの目標

の推計精度を達成しうるレベルで実際の環境排出量を精度良く推計できる推算式を完成

させる。なお、対象とする化学物質はおおよそ５００物質程度とし、その選定方法は使

用量や環境排出量の大きさ、物質代謝についての情報等を指標として重要性を考慮して

行う。 

 
（３）ＥＳＤの策定 

導出された排出係数推算式を統合化し、主要ライフサイクル段階ごとに、化学物質の

環境媒体別排出量の推計手順、推計に用いるデータ等で構成されるＥＳＤを策定し、公

開する。その際に、ＯＥＣＤ等で進められているＥＳＤに関連するプロジェクトも視野

に入れ、国際的取り組みとの整合性に留意する。 

 
３．達成目標 

（１） 終目標（平成２３年度末まで） 
５つの用途群の化学物質を対象とした排出係数推算式を導出するとともに、ＥＳＤを

策定し、公開する。これらのＥＳＤで推定された排出量は、既存および新たに開発・取

得した環境動態モデルと環境モニタリング濃度データとを用いて検証し、妥当性を確認

する。 
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（２）中間目標（平成２１年度末まで） 
２つの用途群の化学物質を対象として、各用途群の化学物質のライフサイクルの段階

ごとの排出寄与率を推定し、排出への寄与が大きいライフサイクル段階を特定し、排出

係数を工程、装置、使用状況の特性により分類化する。さらに、ライフサイクルの各段

階における排出係数推算式を導出する。 

工程、装置、使用状況ごとに導出された排出係数推算式を統合し、２つの用途群の化

学物質に係るＥＳＤを策定する。 
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研究開発項目② 「化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

化学物質の暴露によるヒト健康リスクは、大気を含む一般環境経由の暴露（環境経由暴露）

の寄与よりも、室内暴露（直接暴露）による寄与の方が大きいケースもあり、暴露総量を勘案

した適切なリスク評価を行うためには、室内暴露の影響は無視できない。室内暴露の要因とし

ては、建材、壁材、家具などからの揮発成分による暴露（受動暴露）と、スプレーや電化製品、

防虫剤などの消費者製品使用時の暴露（消費者製品暴露）がある。 
室内暴露に寄与する化学物質の性質は多様であることから、ヒトへの暴露経路の特定も難し

く、従って、原因物質と暴露量の関係がなかなか把握できず、重要な問題でありながら、対策

が遅れてきた。このため、室内暴露（受動暴露及び消費者製品暴露）の発生源と暴露濃度との

関係の把握、さらにはリスク評価の手法確立は緊急かつ重要な課題である。 
リスク評価手法の確立のためには、まず、製品からの放散量と、その室内での挙動を明らか

にし、吸入経路または経皮・経口経路での暴露量の推定を可能にする数理モデルを含むツール

を開発する必要がある。また、その結果をリスク評価につなげるための解析手法の開発が必要

である。さらに、消費者製品暴露量を基に、簡易でかつ的確にリスク評価を行うためには、生

活・行動パターン等に関する情報（製品の使用頻度などのデータを含む）も収集し、暴露係数

を決定することが必要である。 
 

２．研究開発の具体的内容 
（１）室内暴露評価ツールの構築 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルを構築し、様々なパラ

メータのデフォルト値のデータベースまたはパラメータの推定式を加えて使いやすいツー

ルとする。これらを用いて、現状で使われている各種物質と代替物質による室内暴露量の

評価を行うとともに、ヒトの生活・行動形式を考慮し総暴露量を求めた上でリスク評価を

行う。 
 
（２）暴露ツールを使うための各種パラメータの整備と推定式の構築 

暴露量推定モデルの利用のために必要な各種パラメータ（室内放散量、放散速度、分解

速度、吸着速度、換気係数、住宅に関する指標（容積・部屋数）、製品使用量、生活時間等）

について、既存データから収集整理するとともに、不足分は実測によって補い、 終的に

は、製品の物性と用途、化学物質の用途と物性とで推定できるような推定式のセットを作

る。 
さらに、消費者製品による暴露を適切に評価するために、生活・行動パターン等に関す

る情報（製品の使用頻度などを含む）を収集し、暴露係数を決定するとともに、それらを

データベース化する。 
 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルを構築し、化学物質の室

内での挙動を記述する因子を７つ以上選び、リスクトレードオフ解析のために 適化する。 

目標精度を達成する暴露量推定のために必要な各種パラメータ（室内放散量など）につい

ては、５つの用途群のうちプラスチック添加剤、溶剤・溶媒、家庭用製品の化学物質につい
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て既存データを収集し、整理すると同時に、実験データが少ない化学物質についてのパラメ

ータを、製品の物性と用途、化学物質の用途と物性の関数として推定できるような推定式の

セットを策定し、上述の室内吸入暴露モデルに組み込む。対象とする化学物質は３用途２０

物質程度とし、その選定基準は既存データ数が多く、かつ、パラメータ推定の指標となる化

学物質とする。これらの暴露評価をリスク評価につなげるために、生活・行動パターン等に

関する情報（製品の使用頻度などを含む）を収集し、暴露係数を決定し、それらをデータベ

ース化し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの室内吸入暴露モデルにつき、プロトタイプを

構築する。 

暴露量推定のために必要な各種パラメータ（室内放散量など）については、特にプラスチ

ック添加剤、溶剤・溶媒について既存データを収集し、整理すると同時に、実験データが少

ない化学物質についてのパラメータを実測で補いつつ、製品の物性と用途、化学物質の用途

と物性の関数として推定できるような推定式のセットを策定し、上述の室内吸入暴露モデル

に組み込み、公開する。 
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研究開発項目③ 「地域スケールに応じた環境動態モデルの開発」 

 

１．研究開発の必要性 
本研究プロジェクトで対象とする代表的な用途群の１つである溶剤・溶媒の詳細リスク解

析のためには、地域差のある発生源周辺濃度をより正確に推計でき、さらに有機化学物質の

光化学反応及び二次生成過程で生じるアルデヒド類等の分解生成物の大気中濃度を推定でき

る大気モデルが必要となる。 

また、同じく代表的な用途群である洗浄剤及び金属類の生態影響へのリスク評価をより地

域特異的に行うためには、全国域をカバーし、金属類の濃度を推計可能な河川・海域内湾モ

デルが必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）大気モデルの構築 

揮発性有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程をモデル化し、気象・拡散モデル

に組み込むことにより、濃度推定可能となる大気モデルを構築する。なお、モデルの精緻

化に関しては、揮発性有機化合物の二次生成（主にオゾンとアルデヒド類）に絞って実施

する。 

 
（２）河川・海域モデルの構築 

日本全国の１級河川と主要な内湾の化学物質濃度を推定可能な拡散モデルを組み込んだ

モデルを構築する。併せて、金属等の有機物への吸脱着過程及び反応過程を上記モデルに

組み込むことにより、生物利用性のある金属等の濃度推計も可能なモデルとする。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

大気モデルは、有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程を兼ね備えた、日本全国

の任意の地域で必要に応じて 高０．５ km グリッドの解像度で濃度推定可能な気象・拡

散モデルを構築する。モデル計算は、汎用のパソコンを使用して１～２日程度（関東地方

５ km グリッドの場合）で目標とする推定精度を達成する。 

河川・海域モデルは、日本全国の１級河川の流域特性をおおよそ２０パターン程度に類

型化し、すべての１級河川と主要内湾を１ km グリッドの解像度で濃度推定が可能となる

拡散モデルを組み込んだモデルを構築する。類型化により、全国を対象とした場合でも、

個別に計算する場合の１／１０程度の計算時間を達成する。金属の有機物への吸脱着過程

及び反応（錯体化）過程をモデル化する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

大気モデルは、揮発性有機化学物質の光分解、二次生成及び沈着過程をモデル化し、気

象・拡散モデルに組み込み、５km グリッドの解像度で日本全土の大気濃度が推定可能なプ

ロトタイプモデルを構築する。 

河川・海域モデルは、日本全国の１級河川と主要内湾の化学物質濃度を１km グリッドの

解像度で推定可能な拡散モデルを組み込んだプロトタイプモデルを構築する。なお、プロ

トタイプモデルでの代表的な規模の１水系でのモデル計算は、汎用のパソコンを使用して

６時間程度で目標とする推定精度を達成する。 
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研究開発項目④ 「環境媒体間移行暴露モデルの開発」 
 
１．研究開発の必要性 

プラスチック生産時に大量に使用されるプラスチック添加剤は、蒸気圧が低く、難水溶性で

あるため、環境中に徐々に排出され、環境媒体間を移行して、土壌、植物、家畜等の有機物に

蓄積される傾向があることから、農・畜産物等の食物経由の経口暴露リスクを評価する必要が

ある。 

しかし、農・畜産物の生産地は全国に遍在しており、それらの流通経路も個別の産物や消費

地毎に異なっている。 

このため、プラスチック添加剤として代替物質を導入することに伴うリスクの増減や、リス

クを被る主体の変化等のリスクトレードオフの傾向を適切に評価するためには、食物経由の化

学物質摂取量の地域差を適切に評価できる環境媒体間移行暴露モデルの開発が必要である。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）地理情報システム（ＧＩＳ）データベースの構築 

ＧＩＳ上に、土性、人口構成、土地利用、農作物・飼料作物生産量、家畜飼養頭数、畜

産物の県間移動量等のデータを一元管理するデータベース（ＧＩＳデータベース）を構築

する。このデータベースを用いて、環境媒体間移行暴露モデルで用いる地域特性パラメー

タを決定する。 

 
（２）農･畜産物流通モデルの構築 

構築したＧＩＳデータベースをもとに、全国の農・畜産物の生産地から任意の地域への

農・畜産物流通量を推定するモデルを開発する。既報の利用可能な流通データで、農・畜

産物流通モデルを検証し、改良する。 

 

（３）地域特性を反映した環境媒体間移行暴露モデルの構築 
大気中濃度から農耕地土壌中濃度を推計する「土壌モデル」、大気中と農耕土壌中濃度か

ら農作物及び飼料作物中濃度を推計する「植物モデル」、さらに、飼料作物等から畜産物中

濃度を推計する「家畜モデル」の個々の媒体間移行モデルを構築し、（１）で決定した地域

特性パラメータを用いることで、地域毎の農作物、飼料作物及び畜産物中の化学物質濃度

を推定する媒体間移行モデルを構築する。また、農・畜産物中の化学物質のモニタリング

調査を行い、モニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体間移行モデルを検

証し、改良する。 

流通モデルで推定される農・畜産物の流通量に基づき、任意の地域での化学物質摂取量

の分布を推定する暴露モデルを構築し、媒体間移行モデルと統合し、任意の地域での農・

畜産物経由の化学物質摂取量の分布を現状のリスク評価と同レベルの精度で推定できる環

境媒体間移行暴露モデルを構築する。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

ＧＩＳデータベースを様々な空間解像度の既報データをもとに構築し、環境媒体間移行

暴露モデルで用いる地域特性パラメータを分布関数として都道府県別に決定する。 

決定した都道府県別の地域特性パラメータの分布関数に基づき、濃度推定が可能な「土



-11- 

壌モデル」、「植物モデル」及び「家畜モデル」の各媒体間移行モデルを構築する。また、

農・畜産物中の化学物質のモニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体間移

行モデルの検証を行い、改良する。 

ＧＩＳの人口、土地利用、農・畜産物生産量等のデータに空間的相互作用モデルを適用

し、農・畜産物の生産地から任意の地域への流通量を推定する「流通モデル」を開発する。

既報の利用可能な大都市圏への流通データで、この流通モデルを検証し、改良する。 

さらに、流通モデルで推定される農・畜産物の流通量に基づき、任意の地域での化学物

質摂取量の分布を推定する暴露モデルを構築する。 

環境媒体間移行モデルと暴露モデルを統合し、任意の地域での農・畜産物経由の化学物

質の経口摂取量分布を推定できる環境媒体間移行モデルとしてシステム化し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

ＧＩＳデータベースのプロトタイプを構築するとともに、環境媒体間移行暴露モデルで

用いる地域特性パラメータを分布関数として都道府県別に検討する。 

都道府県別の地域特性パラメータの分布関数に基づき、濃度推定が可能な「土壌モデル」、

「植物モデル」及び「家畜モデル」の各媒体間移行モデルのプロトタイプを構築する。ま

た、農・畜産物中の化学物質のモニタリング結果とモデルでの推定結果を比較し、各媒体

間移行モデルの検証を行い、改良する。 

さらに、農・畜産物の既報の利用可能な流通データに基づき、大都市圏での化学物質摂

取量を推定する暴露モデルを構築し、媒体間移行モデルと統合する。 
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研究開発項目⑤ 「リスクトレードオフ解析手法の確立」 
 
１．研究開発の必要性 

化学物質によるヒト健康影響及び生態影響のリスクを評価し、物質間のリスクを比較するた

めには、有害影響の情報が必須である。有害影響の種類は多様であり、一般に同時に生じるが、

個々の有害影響が発現する暴露濃度や摂取量は同じ化学物質でも異なる。このため、現行のリ

スク評価では、低濃度または低用量で発現する有害影響の中から重篤度を考慮して決定された

有害影響とその無毒性量等の値が使用される。 

したがって、ある化学物質とその代替物質のリスクを比較し、リスクのトレードオフ関係を

解析する場合に、しばしば物質間で異なる種類の有害影響のリスクを比較する必要が生じる。 

有害性に関する情報が非常に少ない化学物質に対しては、限られた既知有害性情報から、リ

スク評価及びリスク比較に必要となる有害影響を推定し、さらに異なる種類の有害影響を生じ

る化学物質間のリスクを統一的尺度で表し、比較する手法の確立が必要となる。また、意思決

定には、費用要素も必要不可欠であり、社会経済性の分析手法も必要となる。 

 
２．研究開発の具体的内容 
（１）有害影響の種類推定手法の開発 

吸入暴露、経口暴露または経皮暴露による有害性情報を収集し、試験で採用された暴露

経路、生物種、試験期間等を考慮して、試験の検査・観察結果をまとめ、これらの結果及

び物質の構造特性と類型化されたヒト健康影響の相互関連性を抽出する。この相互関連性

を基に、in vitro 試験（生物個体を使わず，培養細胞等を用いた試験）や動物試験等の限ら

れた情報と物質構造から、リスク評価に必要なヒト健康影響の種類を確率論的に推論する

手法を開発する。 

生態影響についても有害性情報を収集し、生物種（魚類、藻類、甲殻類）ごとに影響の

種類（個体レベルの死亡、成長阻害、繁殖阻害等）や毒性作用機序を整理し、下記（２）

の有害影響推定手法の開発のための基本データセットとする。 

 
（２）有害影響推定手法の開発 

（１）において選択される化学物質の中から、類型化されたヒト健康影響を生じる可能

性がある物質を影響ごとに選択し、これらの代表物質とリスク評価対象物質についての in 
vitro 試験や動物試験での検査・観察結果と物質構造を比較することにより、代表物質のヒ

トでの無毒性量から、リスク評価対象物質のヒト無毒性量を推定する手法を開発する。 

生態影響では、（１）で作成の基本データセットを活用し、必要に応じて情報欠如を補う

推論手法を開発し補完する。 

 
（３）リスク比較手法の開発 

化学物質の暴露濃度や摂取量と本研究開発項目で推論される化学物質の無毒性量や無影

響濃度から個別物質のヒト健康影響や生態影響のリスクを判定し、さらに、化学物質間の

リスクを比較する。 
 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

５つの用途群の化学物質やそれらに構造が類似した化学物質について、ヒト健康影響と
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の相互関連性が示唆される in vitro 試験や動物試験での複数の検査・観察項目の結果や物質

構造から、リスク評価物質の無毒性量等を推定する方法を開発する。 

生態影響については、５つの用途群に用いられる化学物質を対象とし、生物種ごとに、

類似構造の化学物質群や有害影響の種類別に無影響濃度等を推論する手法を開発する。 

さらに、化学物質間のヒト健康影響または生態リスクを比較するための統一的尺度を決

定する。 

５つの用途群に用いられる化学物質を対象として、統一尺度で表現されたリスクを指標

とし、リスクが増える主体、費用負担が大きく増えた主体、他の業種への波及効果を推定

し、リスク管理のために、私的費用、社会的費用がどのように負担されるのかを解析し、

リスクトレードオフ評価指針の中でまとめる。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

in vitro 試験や動物試験等の限られた情報と物質構造から、リスク評価に必要なヒト健康

影響の種類を確率論的に推論する手法を開発する。さらに、２つの用途群の化学物質やそ

れらに構造が類似した化学物質について、in vitro 試験や動物試験での複数の検査・観察項

目の結果や物質構造からヒト健康影響との相互関連性が示唆される情報を抽出し、リスク

評価物質の無毒性量等を推定する方法を開発する。 

生態影響については、５つの用途群の化学物質やそれらの構造類似物質を含む有害性情

報を収集し、生物種ごとに影響の種類（個体レベルの死亡、成長阻害、繁殖阻害等）や毒

性作用機序を整理し、基本データセットを作成する。作成する基本データセットを用い、

２つの用途群に用いられる化学物質を対象として、生物種ごとに、類似構造の化学物質群

や有害影響の種類別に無影響濃度等を推論する手法を開発する。 

さらに、化学物質間のヒト健康影響または生態リスクを比較するための統一的尺度を検

討する。 

２つの用途群における既存の代替事例を対象として、統一尺度で表現されたリスクを基

に、リスクが増える主体、費用負担が大きく増えた主体、他の業種への波及効果を解析す

る。 
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研究開発項目⑥ 「５つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成」 
 
１．研究開発の必要性 

本研究開発による新たな解析手法を確実に経済社会へ適用していくためには、上記研究開発

項目①～⑤において開発した手法や暴露モデルなどの各種ツールの公開とともに、具体的な適

用事例として代表的な５つの用途群に係るトレードオフ解析を実践し、リスクトレードオフ評

価書を策定することが不可欠である。併せて、事業者が自ら代替物質によるリスク比較を行う

際の手引きとなるリスクトレードオフ評価指針をとりまとめて公開することは、社会全体にお

ける経済合理的な 小リスクでの化学物質管理の実現のために必要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
（１）用途群別リスクトレードオフ評価書の作成 

代替物質によるリスクと費用の変化、リスクと費用分配の変化及び波及効果等に関する

社会経済分析を実施するとともに、リスクトレードオフ解析全体の枠組みを例示したリス

クトレードオフ評価書を作成し、公開する。 

 
（２）リスクトレードオフ評価のための指針作成 

リスクトレードオフ評価書の品質維持・普及のため、作成過程の手引書として、評価指

針を作成し、公開する。また、プロジェクトの展開を見据えつつ、ＯＥＣＤ等の国際機関

へ成果を提示する。 

 
３．達成目標 
（１） 終目標（平成２３年度末まで） 

５つの用途群について社会経済分析結果も含むリスクトレードオフ評価書を作成し、公

開する。併せて、それらの解析結果をとりまとめ、リスクトレードオフ評価指針を作成し、

公開する。 

リスクトレードオフ解析に関する全評価指針を作成し、公開する。 

 
（２）中間目標（平成２１年度末まで） 

２つの用途群について、代替物質による社会経済分析結果を含めたリスクトレードオフ

評価書を作成し、公開する。 
暴露解析、費用推算に関る評価指針を作成し、公開する。 



 
 

「化学物質の最適管理をめざすリスクトレードオフ解析手法の開発 基本計画（案）」に対するパブリックコメント募集の結果について 

 
平成１９年５月２１日 

ＮＥＤＯ技術開発機構 

バイオテクノロジー・医療技術開発部 

 

ＮＥＤＯ ＰＯＳＴ ３において標記基本計画（案）に対するパブリックコメントの募集を行いました結果をご報告いたします。 

みなさまからのご協力を頂き、ありがとうございました。 

 

１．パブリックコメント募集期間 

平成１９年２月１４日～平成１９年２月２３日 

２．パブリックコメント投稿数＜有効のもの＞ 

計０件 

以上 



添付資料⑥ 

 
 
 

特許、論文、外部発表等のリスト 

 
 



論文、特許、外部発表等のリスト 

 

１．論文 

（１）査読のある原著論文  

＜平成１９年度＞ 

なし 

＜平成２０年度＞ 

・Meng Y , Lin B-L (2008): A feed forward artificial neural network for prediction 

of aquatic ecotoxicity of alcohol ethoxylate, Ecotoxicology and Environmental 

Safety, 71: 172–186. 

・Kamo M, Naito W (2008): A novel approach to determining a population-level threshold 

in ecological risk assessment: A case study of zinc, Human and Ecological Risk 

Assessment, 14: 714-729. 

・Kamo M, Nagai T (2008): An application of the biotic ligand model to predict the 

toxic effects of metal mixtures, Environmental Toxicology and Chemistry, 27: 

1479-1487. 

・岸本充生 (2008):ヒト健康影響の理論と指標、日本 LCA 学会誌 4: 401-407. 

＜平成２１年度＞ 

・Lin B-L, Meng Y: Extrapolation of available acute and chronic toxicity test data 

to population-level effects for ecological risk management of chemicals, 

Environmental Toxicology and Chemistry, In press. 

・吉田喜久雄・手口直美：数理モデルによる農作物と畜産物中の化学物質の地域特異的な

濃度推定手法の検証、環境科学会誌 22：、印刷中 

 

（２）その他（総説、解説、著書） 

＜平成１９年度＞ 

なし 

＜平成２０年度＞ 

なし 

＜平成２１年度＞ 

 なし 

 

２．特許 

なし 

 

３．その他外部発表 研究発表・講演（口頭発表も含む） 

＜平成 19 年度＞ 

・井上和也・安田龍介・吉門 洋・東野晴行：リスク評価用次世代大気モデルの開発と検証、

第 48 回大気環境学会年会、岡山理科大学、2007 年 9 月 7 日 

・石川百合子・東野晴行・川口智哉・白浜光央・東海明宏：産総研－水系暴露解析モデル

（AIST-SHANEL)の全国水系への拡張、第 42 回日本水環境学会年会、名古屋、2008 年 3

月 21 日 

・リスクトレードオフどう判断、産総研が解析手法の開発着手、化学工業日報、2008 年 2

月 12 日版 
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・吉田喜久雄：化学物質の 適管理を目指すリスク評価手法開発、総合的リスク評価によ

る化学物質の安全管理・活用のための研究開発群 平成 19 年度対象施策 成果報告会、

日本科学未来館、2008 年 2 月 6 日 

＜平成 20 年度＞ 

・Lin B-L, Yamada C: Was it an appropriate risk reduction measure of using alcohol 

ethoxylate as an alternative substance to nonylphenol ethoxylate? A risk tradeoff 

analysis，SETAC World Congress, Sydney, Australia, 3 Aug. 2008. 

・Ishikawa Y, Higashino H, Kawaguchi T, Tsukano Y, Tokai A：Development of aquatic 

exposure assessment model in Japan，11th International Specialised Conference on 

Watershed & River Basin Management, 4-5 Sept. 2008. 

・Gamo M Kishimoto A, Kanefuji K, Tsubaki H：Development of a Hazard Assessment 

Framework for Quantitative Risk Trade-off Analysis of Chemical", Society for Risk 

Analysis 2008 Annual Meeting, Boston, USA, 11 Dec. 2008. 

・蒲生昌志：リスクトレードオフ解析を可能にするリスク評価・有害性評価の設計、トキ

シコロジー学会、東京、2008 年 6 月 26-29 日 

・井上和也：関東地方を対象としたシミュレーションによるオゾン感度推定の妥当性評価

－植物起源排出量の影響について－、大気環境学会都市大気環境モデリング/発生源対策

分科会講演会「国内外排出量インベントリの現状とその評価」、国立環境研究所東京事務

所、（依頼講演）、2008 年 7 月 1 日 

・井上和也・篠崎裕哉・東野晴行：関東地方を対象にした排出削減対策によるオゾン低減

効果についての数値シミュレーション、第 49 回大気環境学会年会、金沢、2008 年 9 月

17 日 

・加茂将史・内藤航：化学物質の順応的管理について、環境科学会、 東京、 2008 年 9 月

18 日 

・加茂将史・内藤航：化学物質の生態リスク評価と管理のあり方について、陸水学会、 北

海道、 2008 年 10 月 11 日 

・梶原秀夫・高井淳：リスクトレードオフを考慮した工業用洗浄剤の排出に関する調査、

日本リスク研究学会第 21 回年次大会、大阪、2008 年 11 月 29-30 日 

・恒見清孝・川本朱美：リスクトレードオフを考慮したプラスチック可塑剤の排出に関す

る調査、日本リスク研究学会第 21 回年次大会、大阪、2008 年 11 月 29-30 日 

・石川百合子・東野晴行・川口智哉・塚野葉子・東海明宏：全国水系を対象とした暴露評

価モデルの開発、日本リスク研究学会第 21 回年次大会、大阪、2008 年 11 月 29-30 日 

・手口直美・吉田喜久雄：プラスチック添加剤のリスク評価システムの構築と検証、日本

リスク研究学会第 21 回年次大会、大阪、2008 年 11 月 29～30 日 

・藤井孝之・蔭山正幸・蒲生昌志・松本幸雄・金藤浩司・椿広計：化学物質リスクトレー

ドオフに関する統計的側面、日本リスク研究学会第 21 回年次大会、大阪、2008 年 11 月

29-30 日 

・篠崎裕哉・東野晴行：室内空気中の化学物質濃度の推定のためのマイクロチャンバーの

開発、室内環境学会、東京、2008 年 12 月 1～2 日 

・吉田喜久雄：化学物質管理のためのリスクトレードオフ解析手法開発、化学物質安全管
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理・活用連携群 平成 20 年度対象施策成果報告会、東京、2009 年 1 月 29 日 

・石川百合子・東野晴行・川口智哉・塚野葉子：産総研-水系暴露解析モデルのための積雪

融雪モデルの汎用化に関する研究、第 43 回日本水環境学会年会、山口、2009 年 3 月 16

日 

・林彬勒・三浦麻・孟耀斌・加茂将史・内藤航：ニューラルネットワークモデルを用いた

生態毒性データ補完手法開発、第 43 回日本水環境学会年会、山口、2009 年 3 月 16 日～

19 日 

・林彬勒：ノニルフェノールの代替におけるリスクトレードオフ評価―水系の生態リスク

が削減されたか？、第 43 回日本水環境学会年会、山口、2009 年 3 月 16 日～19 日 

＜平成 21 年度＞ 

・Inoue K, Higashino H. Effects of anthropogenic heat release on regional climate 

and pollutants distribution estimated by the meteorology-chemistry coupled 

atmospheric model, Seventh International Conference on Urban Climate, Pacifico 

YOKOHAMA, June 29 - July 3, 2009(発表予定), accepted. 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



「化学物質の 適管理をめざす
リスクトレードオフ解析手法の開発」リスクトレードオフ解析手法の開発」

中間評価分科会 資料６-１ 公開

議題５ プロジェクトの概要説明議題 ジ ク 概要説明

議題５ １議題５－１

Ⅰ 事業の位置付け・必要性Ⅰ．事業の位置付け・必要性

Ⅱ 研究開発マネジメントⅡ．研究開発マネジメント

公開

事業原簿：Ⅰ-１１～１３

Ⅰ．事業の位置付け・必要性
事業の社会的背景と目的（１）

●社会的背景 リスクが懸念される
化学物質の代替化

リスクの 小化に向けた
適な管理方法の一つ

工業用洗浄剤の代替の事例
塩素系：ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝやｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ → 炭化水素系：n-デカン

水系 ｱﾙ ﾙ ﾄｷｼﾚ ﾄ

プラスチック難燃剤の代替の事例
臭素系：ﾃﾞｶﾌﾞﾛﾓｼﾞﾌｪﾆﾙｴｰﾃﾙ → 

族縮 酸 ﾞ ﾞ ﾞ

しかし、 ・多くの化学物質について暴露や有害性の情報が不十分
・異なる化学物質間のリスクの定量的な比較は困難

→ 水系：ｱﾙｺｰﾙｴﾄｷｼﾚｰﾄ 芳香族縮合リン酸系：ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ-A ﾋﾞｽ(ｼﾞﾌｪﾆﾙﾎｽﾌｪｰﾄ)

よって、 安易な／適切なリスク評価を伴わない代替物質の使用により
・同種のリスクがかえって増大するおそれ
・別種のリスクが発生し リスク削減効果を相殺するおそれ

●事業の目的

・別種のリスクが発生し、リスク削減効果を相殺するおそれ

物質の代替化は、同一用途の物質群で検討される

同一用途の物質群内の物質を対象として、

リスクを科学的・定量的に比較でき、
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費用対効果等の社会経済分析をも行える

「リスクトレードオフ評価手法」を開発する。



公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
事業の社会的背景と目的（２） 事業原簿：Ⅰ-１１～１２

●社会的背景（補足）
◆化管法のPRTR制度により、

PRTR対象物質から

非対象物質への代替が

自主的に進んでいる模様自主的に進んでいる模様

排出量の減少の理由

（平成16年環境省アンケート調査）（平成16年環境省アンケ ト調査）

事業内容の変更・縮小等

削減対策の実施

工程の管理・運用上の改善程の管理 運用 の改善

原材料等の転換

処理装置の設置

算定方法の精度向上等

◆化審法の第2段階改正（平成23年4月施行）により、

一般化学物質を1t/fy以上製造・輸入した者には、

3/22

般化学物質を1t/fy以上製造 輸入した者には、

製造・輸入実績数量と共に用途情報も届出が義務付けられる予定であり、

製造・輸入者自らによる暴露評価が行いやすい環境が整う

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
政策への適合性（１） 事業原簿：Ⅰ-１

●本事業に関連する国の計画

○第３期科学技術基本計画の分野別推進戦略○第３期科学技術基本計画の分野別推進戦略
（平成１８年３月、総合科学技術会議）

◆環境分野：重要な研究開発課題「リスク管理に関わる人文社会科学」◆環境分野 重要な研究開発課題 リスク管理に関わる人文社会科学」

～ リスク管理の優先順位と手法を選択する際に重要となるリスク便
益分析の手法…など、広く人文社会科学的な見地から開発する。

ゼ成果目標：ゼロリスクを目指すのではなく、…化学物質の効用
との良好なバランス感覚をもった社会を醸成する。

重要な 研究開発目標 ○計画期重要な
研究開発

課題
重要な研究開発課題の概要

研究開発目標 ○計画期
間中の研究開発目標、◇

終的な研究開発目標）
成果目標

40リスク管 リスク管理の優先順位と手法 ○2010年度までに、マルチプ ◆健康改善効果等の費40リスク管
理に関わ
る人文社
会科学
③ 9

リスク管理の優先順位と手法
を選択する際に重要となるリ
スク便益分析、より効果的な
リスクコミュニケーション手
法 より満足度の高 合意形

○2010年度までに、マルチプ
ルリスク社会におけるリスク
トレードオフに対応した社会
経済分析手法を開発する。
【経済産業省】

◆健康改善効果等の費
用便益分析による異種
のリスクの比較を行い、
リスク受容に係る社会
を醸成する 【経済産
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③-9 法、より満足度の高い合意形
成の手法など、広く人文社会
科学的な見地から開発する。

【経済産業省】 を醸成する。【経済産
業省】



公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
政策への適合性（２） 事業原簿：Ⅰ-２～４

●本事業に関連する経済産業省の計画・提言

○イノベ シ ンプログラム基本計画（平成２１年４月）○イノベーションプログラム基本計画（平成２１年４月）
◆環境安心イノベーションプログラム基本計画

《研究開発内容：化学物質総合評価管理》
「化学物質のリスクを共通指標で比較、検討し、事業者等における
代替物質の選択の際に、リスクの相互比較が可能となるリスク評価
手法及び社会経済分析等リスクトレードオフ解析手法を構築する。」

○技術戦略マップ２００９（平成２１年４月）
◆化学物質総合評価管理分野
・2030年頃までを「化学物質管理の第３世代」と位置付け、
「リスクトレードオフに基づく 適管理」を目指す

・リスク評価に必要な技術開発
(30)不確実性を含んだリスク指標の開発

→不確実性を考慮したリスク評価手法によって、
有害性や暴露の情報が十分に揃っていない物質
も含め多く 物質 リ ク評価が可能に
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も含め多くの物質のリスク評価が可能に

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
政策への適合性（３） 事業原簿：Ⅰ-２～３
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公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
政策への適合性（４） 事業原簿：Ⅰ-４～５

○平成21年4月8日 衆議院 経済産業委員会 環境委員会 連合審査会

●第171回国会の化審法一部改正法案審議における言及

○平成21年4月8日 衆議院 経済産業委員会 環境委員会 連合審査会
◆田島一成委員（環境委員会・民主党） 人材関係であります。事業者による自主的な化学物質管
理を進めていくためには、やはり人材の育成であるとか研究機関の充実に努めなければならない
と考えます。大学であるとか大学院においてのＱＳＡＲであるとか計測、そしてリスク評価、また化
学物質管理についての教育内容というものを今後見直していく必要があるのではないかというふう
に思いますけれども 御認識はどうなのか お聞かせくださいに思いますけれども、御認識はどうなのか、お聞かせください。
◆後藤芳一政府参考人（経済産業省製造産業局次長） 経済産業省といたしましても、化学物質
のリスク評価、管理に関します研究開発といたしまして、産業技術総合研究所ですとか製品評価
技術基盤機構などとともに、化学物質のリスク評価及びリスク評価手法の開発ですとか、
化学物質の 適管理を目指すリスクトレードオフ解析手法の開発などの事業を実施しております化学物質の 適管理を目指すリスクトレ ドオフ解析手法の開発などの事業を実施しております。
こうした事業をやることを通じまして、新たな手法の開発という成果、それ自身とともに、リスク評価、
管理のために必要な人材が育成されるということも期待してございます。

○平成21年4月30日 参議院 経済産業委員会○平成21年4月30日 参議院 経済産業委員会
◆山根隆治理事（経済産業委員会・民主党） 特に中小企業には昨今の経済状況もございまして
総合的なリスク管理を行う専門家、この人材というのがなかなか欠けがちだというふうにも私自身
は承知をいたしているわけでございますけれども、今後、人材の育成強化ということについては国
としてどのような指導とサポートを取るおつもりなのか、お尋ねをいたします。
◆後藤芳 政府参考人（経済産業省製造産業局次長） 化審法が適切 執行され くため◆後藤芳一政府参考人（経済産業省製造産業局次長） 化審法が適切に執行されていくために、
負担の多くなります中小企業などにつきましても人材がちゃんと供給されてまいるのが大事である
と、こういう御指摘だと思っております。…国の方として、しておりますことから申しますと、化学物
質のリスク評価とか管理に関します研究開発といたしまして、例えば化学物質のリスク評価ですと
かリスク評価手法の開発ですとか…化学物質の 適な管理を目指すリスクトレードオフ解析手法
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かリスク評価手法の開発ですとか…化学物質の 適な管理を目指すリスクトレードオフ解析手法
の開発などといったところを産業技術総合研究所などとともに開発をしております。
こうした研究開発をすることによりまして、開発の成果自身だけではなくて、それによって
人材も育成されてまいるということを期待してございます。

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（１） 事業原簿：Ⅰ-６

●化学物質のリスク評価・管理のための体系的な研究開発

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
(H15) (H17)(H12) (H20)(H13) (H14) (H16) (H18) (H19) (H22)(H21)

2011
(H23)(H15) (H17)(H12) (H20)(H13) (H14) (H16) (H18) (H19) (H22)(H21) (H23)

化学物質のリスク評価手法の開発
及び初期・詳細リスク評価

リスクトレードオフ解析等、
化学物質の精度の高い

及び初期・詳細リスク評価

構造活性相関手法による

リスク評価手法の開発

構造活性相関手法による
構造活性相関手法による

生分解性・蓄積性の予測手法の開発

構造活性相関手法による
２８日間反復投与試験結果の

予測支援システムの開発

遺伝子発現解析技術を用いた
長期毒性（肝発がん性）

予測手法の開発

・培養細胞を用いた発がん性・催奇
形性・免疫毒性の評価手法の開発

・２８日間反復投与試験結果と相関
デ

化学物質のリスクコミュニケー ナノ粒子の特性評価・

予測手法の開発 する遺伝子発現データセットの開発
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化学物質のリスクコミュニケ
ション支援システムの開発

ナノ粒子の特性評価
リスク評価手法の開発



公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（２） 事業原簿：Ⅰ-７

●本事業で成果を活用する主な先行ＮＥＤＯ事業

○「化学物質のリスク評価及びリスク評価手法の開発」 平成13～18年度
→ 初期リスク評価書（150物質）・詳細リスク評価書（25物質）の作成等

により 我が国のリスク評価手法を世界的水準に引き上げたにより、我が国のリスク評価手法を世界的水準に引き上げた
→ 濃度推計モデルＡＤＭＥＲ(大気)、ＳＨＡＮＥＬ(河川)及びＲＡＭ（海

域）を開発しており、
その成果を本事業で大いに活用

○「化学物質のリスクトレードオフ解析に関する技術動向調査」 平成18年度

○「化学物質総合評価管理の戦略的ロ ドマップの俯瞰調査」 平成17年度○「化学物質総合評価管理の戦略的ロードマップの俯瞰調査」 平成17年度

○「化学物質総合評価管理技術開発に関する戦略的ロードマップローリング
調査」 平成18年度
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公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（３-1） 事業原簿：Ⅰ-１５

◆環境政策委員会傘下の化学品 農薬 バイオテクノロジ 作業部会と

●ＯＥＣＤの環境健康安全(ＥＨＳ)プログラムの概要

◆環境政策委員会傘下の化学品・農薬・バイオテクノロジー作業部会と
化学品委員会との合同により、1971年に化学品プログラムを開始

→その後、環境健康安全(ＥＨＳ)プログラムに拡大

◆工業化学品、農薬、バイオテクノロジーに関連する安全問題を担当

◆以下を目的とする。
– 実験動物の保護を念頭に置きつつ、化学物質の試験評価のための

質の高い手段を提供質 高 手段を提供
– 化学物質の管理における効率性と有効性を向上
– 化学物質及びそれを含む製品の貿易における非関税障壁を 小化
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公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（３-2） 事業原簿：Ⅰ-１６

○化学物質の安全性に関する共通政策と質の高い手段
◆試験 国際試験と品質基準の開発
・テストガイドライン ・優良試験所基準（ＧＬＰ）

「THE ENVIRONMENT, HEALTH AND 
SAFETY PROGRAMME / Managing 
Chemicals through OECD / 2009–2012」

（2009年5月29日公開）に基づき作成

・テストガイドライン ・優良試験所基準（ＧＬＰ）
◆評価 全世界における化学物質評価の推進

・新規化学物質 ～ 届出の相互受入れ（ＭＡＮ）
・既存化学物質 ～ ＨＰＶプログラム ～ eChemPortal既存化学物質 ～ ＨＰＶプログラム ～ eChemPortal
・リスク評価手法の調和 ～ 排出シナリオ文書（ＥＳＤ）の作成
・リスク管理：化学リスクの削減 ～ 過フッ化物・臭素系難燃剤対策
・技術革新：持続可能な化学の推進技術革新：持続可能な化学の推進

◆コミュニケーション：有害化学物質の分類の調和 ～ ＧＨＳ導入

○新手法：規制行政における採用を目指した取組
・(定量的)構造活性相関（(Ｑ)ＳＡＲ） ～ QSAR Application Toolbox(定量的)構造活性相関（(Ｑ)ＳＡＲ） QSAR Application Toolbox
・非動物試験 ～ テストガイドラインの策定・改訂
・トキシコゲノミクスと分子スクリーニング
・試験結果報告書の共通の電子様式試験結果報告書の共通の電子様式

○データの相互受入れ（ＭＡＤ）と非加盟国の参加

○焦点：工業ナノ材料の安全性

○その他の分野における協力 農薬とバイオサイドの安全性
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○その他の分野における協力 ・農薬とバイオサイドの安全性
・化学事故の防止と対応 ・ＰＲＴＲによるコミュニケーション
・バイオテクノロジーや新規食料飼料の安全性に係る合意形成

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（３-3） 事業原簿：Ⅰ-８

ＯＥＣＤ排出シナリオ文書（ESD）～日本のプレゼンスを示すべき
化学物質の製造、加工、使用段階からの環境排出量を推計するため数式や情報等を記述した文書

No. 対象製品・ライフステージ
リー
ド国

11
自動車再塗装業における吹付け塗装
（非揮発性成分） 【改訂作業中】

米

No. 対象製品・ライフステージ
リー
ド国

2 木材防腐剤

（非揮発性成分） 【改訂作業中】
米

12 金属表面仕上 英

13 船底防汚剤 ＥＵ

3 プラスチック添加剤 【改訂作業完了】 英

4
水処理剤（閉鎖加熱冷却系、開放冷却
系、製紙工程、水泳プール）

英

14 畜舎・堆肥化施設用の殺虫剤 英

15 化学パルプ工場

加16 抄紙工場（非一体型）

5 写真産業（フィルム現像） 独

6 ゴム産業用添加剤（含.タイヤ摩耗過程） 独

7 テキスタイル染色加工産業 独仏 紙 場

17 再生紙工場

18 接着剤の製造 【公開待ち】 米

放射線硬化性の塗料・インキ・接着剤

7 テキスタイル染色加 産業 独仏

毛織編物、織物、敷物、編物の染色加
工工場 【No.7への追加提案】

加

8 皮革加工 独
19

放射線硬化性の塗料・インキ・接着剤
の製造 【公開待ち】

米

紙産業【作業完了】 英

化学物質の輸送と貯蔵【作業完了】 英

8 皮革加工 独

9
半導体産業用のフォトレジスト
（非揮発性成分） 【改訂版公開待ち】

米

剤 び 剤 加物
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化学物質の輸送と貯蔵【作業完了】 英

塗料産業【作業完了】 英
10

潤滑剤及び潤滑剤添加物
（自動車潤滑油、油圧油、切削油）

英

以上のほか、米リードで8件、英リードで2件、独リードで1件の新ESDの開発作業中



公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
ＮＥＤＯが関与する必要性・意義（４） 事業原簿：Ⅰ-１～９

●化学物質のリスク評価・管理のための体系的な研究開発●化学物質のリスク評価・管理のための体系的な研究開発

化学物質のリスクに係る国民の理解増進のための基礎
事業者が自ら化学物質管理を行うための基盤
国が規制等の施策を講ずる際の手段

●先行するＮＥＤＯ事業の成果の活用●先行するＮＥＤＯ事業の成果の活用

●日本発のＯＥＣＤ排出シナリオ文書を目指した取組本発 排出シナリオ文書を目指 取組

ＮＥＤＯの研究開発マネジメント機能を
提供して実施することが適当
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提供して実施することが適当

公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
実施の効果（費用対効果）（１） 事業原簿：Ⅰ-１０

●本事業の予算 （単位：百万円）

平成１９年度
実績額

平成２０年度
実績額

平成２１年度
契約額

計

予算 １１３ １００ １００ ３１４

５年間で総額５億円の費用を投入

14/22



公開Ⅰ．事業の位置付け・必要性
実施の効果（費用対効果）（２） 事業原簿：Ⅰ-１０

暴露や有害性の情報が不足していても

●本事業の実施によりもたらされる効果

暴露や有害性の情報が不足していても、

異なる化学物質のリスクを共通指標で定量的に比較する

「リスクトレードオフ解析」が可能となる
日本発の
ＯＥＣＤ「リスクトレ ドオフ解析」が可能となる ＯＥＣＤ

排出シナ
リオ文書

事業者自らが化学物質のリスクを

改正化審法における
優先評価化学物質の
リ ク評価にも活用

高精度かつ定量的に評価し、そ
れぞれのリスクを共通指標で比
較、検討しながら、適切な代替物

リスク評価にも活用質を選択することが可能となる

化学物質を用いる産業の健全な発展
化学物質による健康被害の未然防止

WSSD目標（2020年）の達成
リスク評価管理を担う人材の育成

15/22投入費用と比べ十分な効果

公開

事業原簿：Ⅱ-２～５

Ⅱ．研究開発マネジメント
事業の目標

● 終目標（平成２３年度末）
５つの用途群に用いられる化学物質について、用途群別にリスクトレードオフ評価を行う。

境排 推計 室 露 デ 境 態 デ 境 体 露◆そのために、環境排出量推計手法、室内暴露モデル、環境動態モデル、環境媒体間移行暴露モ
デルを開発し、暴露濃度や摂取量等を推計する。推計に際しては、主に既存情報が少ない化学物
質を対象とすることから、 低限、暴露濃度や摂取量を既報の実測値の±１けたの精度で推定でき
ることを目指し 推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。ることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。

◆さらには、化学物質のヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無影響濃度等を推論し、リス
クを統一的尺度で表す手法を開発する。

◆これらを用いて、用途群ごとの物質間でのリスクトレードオフ関係を解析する。
◆ 終的 は 途群別 ク ドオ 評価書と とりまとめるととも 途群 係る◆ 終的には、用途群別リスクトレードオフ評価書としてとりまとめるとともに、５つの用途群に係る

リスクトレードオフ評価指針を作成し、解析のために開発された上記モデルなどとともに公開する。

●中間目標（平成２１年度末）
洗浄剤及びプラスチック添加剤（以下、「２つの用途群」という。）に用いられる化学物質
について、 用途別リスクトレードオフ解析を行う。
◆そのために、環境排出量推計手法を開発し、室内暴露モデル、環境動態モデル及び環境媒体間

移行暴露モデルのプロトタイプを用いて 暴露濃度や摂取量を推計する 推計に際しては 主に移行暴露モデルのプロトタイプを用いて、暴露濃度や摂取量を推計する。推計に際しては、主に
既存情報が少ない化学物質を対象とすることから、 低限、暴露濃度や摂取量を既報の実測値
の±１けたの精度で推定できることを目指し、推定の不確かさはリスク評価時に定量的に考慮する。

◆さらには、２つの用途群の化学物質により生じるヒト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無
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◆さらには、 の用途群の化学物質により生じる ト健康影響と生態影響の種類と無毒性量や無
影響濃度等を推論し、リスクを統一的尺度で表す手法を開発する。

◆これらを用いて、２つの用途群として用いられる化学物質間でのリスクトレードオフ関係を
解析する。



公開Ⅱ．研究開発マネジメント
目標設定の理由 事業原簿：Ⅱ-６～８

ＰＲＴＲ対象物質の用途を１８種の大分類に整理し

●リスクトレードオフ解析の対象とする用途群の設定

0

5,398

1,178

加硫剤

加硫促進剤

触媒

ゴム添加剤
0

5,398

1,178

加硫剤

加硫促進剤

触媒

ゴム添加剤

ＰＲＴＲ対象物質の用途を１８種の大分類に整理し、

「環境排出量が多い」、

「物質代替事例が多い」等により

64

0

1,403

891

59

硬化剤

帯電防止剤

可塑剤

架橋剤

重合開始剤

プラスチック添加剤

64

0

1,403

891

59

硬化剤

帯電防止剤

可塑剤

架橋剤

重合開始剤

プラスチック添加剤

「物質代替事例が多い」等により、

中間目標の対象として

｢洗浄剤（ 業 ）

36,015

6,545

2

531

103

洗浄剤

香料

染料

難燃剤

安定剤

用
途

洗浄剤
36,015

6,545

2

531

103

洗浄剤

香料

染料

難燃剤

安定剤

用
途

洗浄剤

｢洗浄剤（工業用）｣

｢プラスチック添加剤｣

2 064

1,420

8,448

21,104

36,015

繊維処理剤

紙加工剤

加工剤

溶剤・溶媒

界面活性剤

洗浄剤

237,607

溶剤・溶媒

洗浄剤

加工剤･処理剤

2 064

1,420

8,448

21,104

36,015

繊維処理剤

紙加工剤

加工剤

溶剤・溶媒

界面活性剤

洗浄剤

237,607

溶剤・溶媒

洗浄剤

加工剤･処理剤

終目標の対象として

｢溶剤・溶媒｣

｢金属類｣

26 484

106

0

0

8

2,064

金属及び金属化合物

防錆剤

潤滑油

メッキ

金属表面処理剤

繊維処理剤

26 484

106

0

0

8

2,064

金属及び金属化合物

防錆剤

潤滑油

メッキ

金属表面処理剤

繊維処理剤｢金属類｣

｢家庭用製品｣
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26,484

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

金属及び金属化合物

環境排出量，トン

26,484

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000

金属及び金属化合物

環境排出量，トン

の「５つの用途群」を選定

公開

事業原簿：Ⅱ-１３

Ⅱ．研究開発マネジメント
事業の計画内容（１）

情報が不足して全
国

暴

露
項目① 環境排出量

排出シナリオ文書

項目①～④ 推計手法

い る 物 質 へ の
代 替 の リ ス ク
トレードオフ解析

国
レ
ベ
ル
か
つ

露

情

報
項目③ 環境媒体中濃度分布

大気モデル

排出シナリオ文書

項目② 室内暴露量分布

放散速度 生活 行動パタン トレ ドオフ解析つ
高
い
精
度

の

補

大気モデル

河川モデル

海域モデル

放散速度、生活・行動パタン

項目④ 経口摂取量分布

媒体間移行暴露モデル

解析手法

評価指針

物
質

有

完
海域モデル 媒体間移行暴露モデル

項目⑤ 推論手法 項目⑤ 統一尺度による
ク 比較

項目⑥ リスク
ドオ 解析

評価指針

質
間
の
比
較
、

害

性

情
推論アルゴリズム

ヒト健康影響
有害性の種類ごとの相対毒性強度

リスクの比較

ヒト健康リスクの変化
質調整生存年（QALY)の変化量

トレードオフ解析

社会経済分析、
統
一
尺
度
化

情

報

の

推論アル リ

生態影響
種の感受性分布（水生生物）

質調整生存年（QALY)の変化量

生態リスクの変化
影響を受ける種の割合の変化量

５つの用途群の

費用効果分析

社会経済分析
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化
が
可
能

推

論

感受性分布推定手法
５つの用途群の
リスクトレードオフ
評価書



公開Ⅱ．研究開発マネジメント
事業の計画内容（２） 事業原簿：Ⅱ-１４～１９

○全国レベルかつ精緻な暴露情報の推計手法の開発
・排出シナリオ文書に基づく環境排出量の推定
・先行プロジェクトの成果であるモデルの拡張・高度化等・先行プロジェクトの成果であるモデルの拡張・高度化等

→研究開発項目① 排出シナリオ文書（ＥＳＤ）ベースの
環境排出量推計手法の確立

研究開発項目② 化学物質含有製品から ト 直接暴露等研究開発項目② 化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等
室内暴露評価手法の確立

研究開発項目③ 地域スケールに応じた環境動態モデルの開発

研究開発項目④ 環境媒体間移行暴露モデルの開発

○有害影響の推論手法の開発
デ タマイニング等に基づく有害影響の推論

○統一尺度による物質代替のリスク比較手法の開発
質調整生存年数 及び 影響を受ける種の割合を共通指標としたリスク比較

データマイニング等に基づく有害影響の推論

→研究開発項目⑤ リスクトレードオフ解析手法の開発→研究開発項目⑤ リスクトレードオフ解析手法の開発

○評価書と評価指針の作成
開発した手法を代表的な用途群 適用し 社会経済分析を加え
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開発した手法を代表的な用途群へ適用し、社会経済分析を加え、
評価書と評価指針を公開

→研究開発項目⑥ ５つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成

公開Ⅱ．研究開発マネジメント
事業の計画内容（３） 事業原簿：Ⅱ-１４

●事業の実施スケジュール
H23H22H21H20H19

Ｂ：「溶剤・溶媒」･「金属」･「家庭用品」

Ａ：「洗浄剤」･「プラスチック添加剤」

H23H22H21H20H19

対象
用途群

② 化学物質含有製品からヒトへの直接暴露

① 排出シナリオ文書（ＥＳＤ）ベースの環
境排出量推計手法の確立

ＥＳＤ作成（群Ａ）

プロトタイプ構築

ＥＳＤ作成（群Ｂ）

③ 地域スケールに応じた環境動態モデルの
開発

② 化学物質含有製品からヒトへの直接暴露
等室内暴露評価手法の確立

プロトタイプ構築

プロトタイプ構築

④ 環境媒体間移行暴露モデルの開発

開発

プロトタイプ構築

⑥ ５つの用途群の「用途群別リスクトレー

⑤ リスクトレードオフ解析手法の確立

評価書（群Ａ）

プロトタイプ構築

評価書（群Ｂ）
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⑥ の用途群の 用途群別リ クト
ドオフ評価書」の作成

中間評価



公開

事業原簿：Ⅱ-２０～２１

Ⅱ．研究開発マネジメント
事業実施体制（１）

指示・協議

ＰＬ 吉田 喜久雄
ＮＥＤＯ

委託

ＰＬ 吉田 喜久雄
(独)産業技術総合研究所
安全科学研究部門 主幹研究員

開発推進委員会 年１回開催

委員長：森澤眞輔 京都大学大学院教授

推進
調整

(株)三菱化学テクノリサーチ
研究開発項目①のうち、

(独)産業技術総合研究所
研究開発項目①～⑥ 調

会議
年３回開催

排出量、排出係数の推定等
研究開発項目①～⑥

(独)製品評価 大学利用機関法人

再委託

平成19、20年度のみ

(独)製品評価
技術基盤機構

研究開発項目②のうち、
生活行動パターンの

大学利用機関法人
統計数理研究所

研究開発項目⑤のうち、
ヒト健康影響に係わるリスク生活行動パタ ンの

アンケート調査
ヒト健康影響に係わるリスク
トレードオフ解析手法の開発
- データマイニングと統計モ
デル化及び推論アルゴリズ
ムの開発
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ムの開発

公開

事業原簿：Ⅱ-２１～２２

Ⅱ．研究開発マネジメント
事業実施体制（２）

産総研・三菱化学ＴＲ

ＮＥＤＯ事業業界団体

との連携 産総研 菱化学

• 「RTAは必要」（特に使用者）
• 「ＥＳＤ手法はREACH対応で必要」

• 事業概要説明と業界ニーズ調査
• 物質代替の動向を調査

想定する
成果利用

者

との連携

「ＥＳＤ手法はREACH対応で必要」
• 訪問調査を受入れ
• 統計や技術情報を提供

物質代替の動向を調査
• 排出量推算式等の妥当性を検証
• 排出工程の実態を訪問調査

者
からの情

報
を事業に

反映

業界団体（生産者）

プラスチック添加剤

業界団体

洗浄剤（工業用）

反映

業界団体（生産者）

• 塩ビ工業・環境協会

• 可塑剤工業会

• 日本難燃剤協会

業界団体
• クロロカーボン衛生協会
• 全国鍍金工業組合連合会
• 日本界面活性剤工業会 • 日本難燃剤協会

業界団体（使用者）

• 日本ビニル工業会

本プ ク 業連盟

日本界面活性剤工業会
• 日本産業洗浄協議会

事業者
• 製造事業者（洗浄剤、装置）

22/22

• 日本プラスチック工業連盟
製造事業者（洗浄剤、装置）

• 洗浄剤使用事業者（電気・
電子、自動車､金属部品等）



安全科学研究部門

「化学物質の 適管理をめざすリスク
トレードオフ解析手法の開発」トレ ドオフ解析手法の開発」

中間評価分科会 資料６－２

議題５－２
プロジ クトの概要説明資料 (公開)プロジェクトの概要説明資料 (公開)

Ⅲ．研究開発の成果
Ⅳ．実用化の見通し

平成21年7月30日

独立行政法人産業技術総合研究所
吉田 喜久雄
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安全科学研究部門

Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

事業全体としての達成状況
公開

事業全体としての達成状況

試行的な面もあるが, 暴露情報を補完し, 有害性を推論して, 物質代試行的な面もある , 暴露情報を補完し, 有害性を推論し , 物質代
替に伴うリスクトレードオフを初めて解析できる状況になった

• 暴露情報の補完に必要な手法とモデルのプロトタイプ等の開発が完了する
見込み【研究開発項目：①, ②, ③, ④】見込み【研究開発項目 ①, ②, ③, ④】

• 有害性推論とリスク比較のための統一尺度算出手法のプロトタイプの開発
も完了の見込み【研究開発項目：⑤】

• 開発中の手法とモデルを適用し, 2用途群のリスクトレードオフを解析し, リ開発中の手法とモデルを適用し, 2用途群のリスクトレ ドオフを解析し, リ
スクトレードオフ評価書と評価指針の作成を完了する見込み【研究開発項
目：⑥】

【研究開発項目】【研究開発項目】

① 排出シナリオ文書（ESD）ベースの環境排出量推計手法の確立

② 化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立

③ 地域スケールに応じた環境動態モデルの開発

④ 環境媒体間移行暴露モデルの開発

⑤ リスクトレードオフ解析手法の開発

⑥ 5つの用途群の「用途群別リスクトレードオフ評価書」の作成

2／16事業原簿 Ⅲ-1-1～1-3



安全科学研究部門

Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

事業全体としての達成状況
公開

事業全体としての達成状況

暴露情報の補完中間目標

洗浄剤(工業用)とプラスチック添加剤の
暴露濃度や摂取量を推定するため；

環境排出量推計手法を開発し, 室内暴露

環境排出量推定

排出シナリオ文書

モデル, 環境動態モデル, 環境媒体間移行
暴露モデルのプロトタイプを開発する

モデルの推定精度は 低限, 既報の実測
値 指

環境中濃度推定

大気モデル

河川モデル

室内暴露推定

室内暴露推定ツール

経口摂取量推定
値の±1けたを目指す

推定の不確かさは, リスク解析時に定量
的に考慮する

海域モデル

経口摂取量推定

媒体間移行暴露ﾓﾃﾞﾙ

リスクトレードオフの解析と評価書の作成

2用途群の環境排出量推計手法に加え, 室内暴露モデル, 環境動態モデル, 環
境媒体間移行暴露モデルのプロトタイプの開発を年度内に完了し, 中間目標

リスクトレ ドオフの解析と評価書の作成

達成状況 (2009年度末)

達成の見込み

プロトタイプの推定精度は, 目標をおおむね達成できる見込み

推定の不確かさは, 2用途群のリスクトレードオフ評価書に定量的に反映さ,
せる
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安全科学研究部門

Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

事業全体としての達成状況
公開

事業全体としての達成状況
有害性の推論

ヒト健康影響

中間目標
ヒト健康影響

推論アルゴリズム

生態影響

2用途群の化学物質により生じるヒト健康と生態への
有害性(影響の種類と無毒性量/無影響濃度等)を推論
し, リスクを統一尺度で表す手法を開発する

2用途群での物質代替に伴うリ クトレ ドオ を解 水生生物の種の感
受性分布推論手法

リスクトレードオフ解析

2用途群での物質代替に伴うリスクトレードオフを解
析する

達成状況 (2009年度末)
リスクトレードオフ解析

と評価書の作成

リスクの比較

ヒト健康ﾘｽｸの変化

ヒト健康への有害性を参照物質との毒性等価係数とし
て推論し, ヒト健康リスクを統一尺度(QALY)で表す手
法のプロトタイプを開発中

生態 有害性を種 感受性分布と 推論 生態

暴
露
情
報

社会経済分析

生態リスクの変化
生態への有害性を種の感受性分布として推論し, 生態
リスクを統一尺度(影響を受ける種の割合)で表す手法
のプロトタイプを開発中

2用途群での物質代替に伴うリスクトレ ドオフの解

リスクトレード
オフ評価書

費用効果分析2用途群での物質代替に伴うリスクトレードオフの解
析と社会経済分析を実施中。これらの結果に基づい
て, リスクトレードオフ評価書と評価指針を作成中

以上を年度内に完了し 中間目標達成の見込み
評価書

解析手法評価指針

以上を年度内に完了し, 中間目標達成の見込み

統一尺度でリスクを比較し, リスクトレードオフ解析を初めて可能に
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Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

研究開発項目ごとの目標と達成状況
公開

研究開発項目ごとの目標と達成状況

(詳細は, ｢議題６ プロジェクトの詳細説明｣で説明)

① 排出シナリオ文書（ESD）ベースの環境排出量推計手法の確立
中間目標を達成する見込み

2用途群の対象用途細目を選定し 主要排出ライフサイクル段階を特定・2用途群の対象用途細目を選定し, 主要排出ライフサイクル段階を特定

・特性を考慮して排出量推定式を導出, 妥当性を検証

・導出した排出係数推算式を統合中。年度内にESDの策定を完了

2用途群の環境排出量推計手法を開発, ESDを策定

⇒OECDに我が国として初めてESDを提案し, 活動に貢献できる

② 化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等室内暴露評価手法の確立
中間目標を達成する見込み

・放散速度等を測定し, 製品からの放散速度推定式を構築し, 妥当性を確認, 製 ,

・住環境情報･行動パターンを調査中。年度内に集計･解析結果をWebで公開

・推定式と生活場データを組み込んだ室内暴露モデルプロトタイプを構築中

推算式とデータベースを搭載した初めての汎用的な室内暴露モデルを構築推算式とデ タベ スを搭載した初めての汎用的な室内暴露モデルを構築

⇒モデルによる室内暴露推定が可能となる
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Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

研究開発項目ごとの目標と達成状況
公開

研究開発項目ごとの目標と達成状況

(詳細は, ｢議題６ プロジェクトの詳細説明｣で説明)

③ 地域スケールに応じた環境動態モデルの開発
中間目標を達成

二次生成物の濃度も推定可能な大気モデルのプロトタイプを構築・二次生成物の濃度も推定可能な大気モデルのプロトタイプを構築

・全1級河川を対象とする河川モデルのプロトタイプを構築

・東京湾の海洋生物中を対象とする海域モデルのプロトタイプを構築

トップレベルの大気, 河川及び海域モデルを構築

⇒我が国全域を対象とした濃度分布推定が, より容易に可能となる

④ 環境媒体間移行暴露モデルの開発
中間目標を達成する見込み

・モデルパラメータの代表値や確率密度関数を決定

・土壌, 植物, 家畜の各環境媒体間移行モデルのプロトタイプを構築

・環境媒体間移行モデルのプロトタイプを構築中

農･畜産物経由の摂取量を地域特異的に推定可能な初めてのモデルを構築農･畜産物経由の摂取量を地域特異的に推定可能な初めてのモデルを構築

⇒モデルによる経口暴露推定が可能となる
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Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

研究開発項目ごとの目標と達成状況
公開

研究開発項目ごとの目標と達成状況

(詳細は, ｢議題６ プロジェクトの詳細説明｣で説明)

⑤ リスクトレードオフ解析手法の開発 (ヒト健康)
中間目標を達成する見込み

毒性等価係数を推論するアルゴリズムを開発中・毒性等価係数を推論するアルゴリズムを開発中

・質調整生存年数(QALY)を統一尺度とする手法のプロトタイプを開発中

・年度内に開発したプロトタイプをリスクトレードオフ解析に適用

毒性等価係数を推論し, QALYを算出することが可能に

⇒ヒト健康リスクを定量的に比較できる

⑤ リスクトレードオフ解析手法の開発 (生態)
中間目標を達成する見込み

・種の感受性分布を推定する手法のプロトタイプを開発中

・影響を受ける種の割合を統一尺度とする手法のプロトタイプを開発中

・年度内に開発したプロトタイプをリスクトレードオフ解析に適用

種の感受性分布を推定し 影響を受ける種の割合を算出することが可能に種の感受性分布を推定し, 影響を受ける種の割合を算出することが可能に

⇒生態リスクを定量的に比較できる
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Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

研究開発項目ごとの目標と達成状況
公開

研究開発項目ごとの目標と達成状況

(詳細は, ｢議題６ プロジェクトの詳細説明｣で説明)

⑥ 5つの用途群の｢用途群別リスクトレードオフ評価書｣の作成
中間目標を達成する見込み

・2用途群での物質代替に伴うリスクトレ ドオフの解析と社会経済分析を・2用途群での物質代替に伴うリスクトレードオフの解析と社会経済分析を
実施中。年度内にリスクトレードオフ評価書を作成

・室内暴露評価と費用推計に関する指針を作成

開発した手法等を適用し 物質代替に伴うリスクトレ ドオフ解析を例示開発した手法等を適用し, 物質代替に伴うリスクトレードオフ解析を例示

⇒企業, 行政等が自ら, 物質代替に伴うリスクトレードオフを解析できる

③ ④② ⑤ ⑥① 成果物

洗浄剤(工業用)

③
環境
動態
ﾓﾃﾞﾙ

●

④
環境媒体
間移行暴

ﾓﾃﾞﾙ

②
室内暴
露評価
ﾂｰﾙ

⑤
有害性推
論手法と
統一尺度

●

研究開発項目

⑥
リスク比
較と社会
経済分析

●●

①
環境排
出量推
計手法

用途群別リスクト
レードオフ評価書

リスクトレードオフ
解析の枠組みと解析

成果物

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ添加剤

洗浄剤(工業用)

●

●

●● ●

●

●

●

ESD 室内暴露評価指針 費用推計評価指針成果物

●

● 解析の枠組みと解析
の流れに従って, 既存
情報や開発した手法･
モデルを用いて, 試行
的に2用途群でのリス
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ESD, 室内暴露評価指針, 費用推計評価指針成果物

ユーザー自らが, リスクトレードオフ解析を実践可能に

的に2用途群でのリス
クトレードオフ解析
が可能なことを例示



安全科学研究部門

Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

終目標の達成に向けた課題と達成
公開

終目標の達成に向けた課題と達成

事業全体として

終目標 (2011年度末) 達成に向けた課題 達成の見通し

排出量推計手法とモデル(室
内暴露 環境動態 環境媒体間

金属の排出実態調査とモニ
タリング調査を実施し 開発に

達成の見込み

左記調査等を内暴露, 環境動態, 環境媒体間
移行暴露)を開発し, 暴露情報
を補完する。

推計精度は 低限 実測値の

タリング調査を実施し, 開発に
反映させる必要がある

消費者製品暴露推定の精緻
化のため 消費者製品含有物質

左記調査等を
実施し, 開発す
る手法とモデ
ルの推定精度推計精度は 低限, 実測値の

±1けたを目指し, 推定の不確
かさを定量的に考慮する

化のため, 消費者製品含有物質
の室内持込み量調査が必要で
ある

ルの推定精度
を向上させる

リスクトレー
ドオフを解析ヒト健康と生態への有害性 有害性推論手法の適用拡大 ドオフを解析
し, 社会経済分
析を行い, リス
クトレードオ

ヒト健康と生態への有害性
を推論し, リスクを統一尺度
で表す手法を開発する

有害性推論手法の適用拡大
のためには, 既存有害性情報の
さらなる調査が必要である

5用途群のリスクトレ ドオ 関連工業会の協力を得る必 フ評価書と評
価指針を作成
し, 公開する

5用途群のリスクトレードオ
フ評価書と評価指針を作成,
公開する

関連工業会の協力を得る必
要がある

事業者による自主管理/国･自治体による化学物質管理/研究者による研究等での活用を可能に
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Ⅲ．研究開発成果について １．事業全体の成果

特許 論文 外部発表等の状況
公開

特許, 論文, 外部発表等の状況

特許出願
論文 研究発表･講演, プ

特許出願
研究発表 講演, プ

レス発表等査読付き その他

2007年度 開発した手法,
モ デ ル を 活 用

0 0 4
モ デ ル を 活 用
さ れ る こ と を
目指しており,
特 許 出 願 は 目
標ではない

2008年度 4 0 18

2009年度 2 0 1

計 6 0 23標ではない計 6 0 23

※：2009年6月25日現在, 青数字は受理され印刷中の状態を示す

論文発表数 研究発表等の数

3

3

4

数

⑤-2 リスクトレードオ
フ解析手法(生態)

⑤ 1 リスクトレ ドオ 3

5

12

16

20

件
数

⑤-2 リスクトレードオ
フ解析手法(生態)

⑤-1 リスクトレードオ
フ解析手法(ヒト健康)

④環境媒体間移行暴露モ

論文発表数 研究発表等の数

11

1

1

2

論
文

数 ⑤-1 リスクトレードオ
フ解析手法(ヒト健康)

④環境媒体間移行暴露モ
デル

2 1
2
12

5

1

1

3

4

8発
表

件 デル

③環境動態モデル

②室内暴露評価モデル

①環境排出量推計手法0

2007 2008 2009

年度

2 1 10

2007 2008 2009

年度

①環境排出量推計手法

全体
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Ⅳ．実用化の見通し

研究開発の成果
公開

研究開発の成果

本事業の成果物は, 物質代替に伴うリスクトレードオフを, 不確実性本事業 成果物 , 物質代替 伴うリ ク オ を, 不確実性
を含めて解析し, 費用対効果を考慮した合理的な化学物質のリスク
管理を可能にし, 本事業で開発するリスクトレードオフ解析手法の
信頼性を確保するものである信頼性を確保するものである

通常の生産技術での実用化とは異なるが, 以下のような実用化の場
面が考えられる

1)事業者による自主管理への活用 2)国や自治体による化学物質管1)事業者による自主管理への活用, 2)国や自治体による化学物質管
理への活用(法規制も含む), 3)国際機関等での活用, 4)本事業での利
用, 5)国内外の研究者による研究目的への利用

研究開発項目 主な成果物

① 5用途群の排出シナリオ文書(日本語版, OECD提案ドラフト版)

② ③ ④ 室内暴露 環境動態 環境媒体間移行暴露の各モデル②, ③, ④ 室内暴露, 環境動態, 環境媒体間移行暴露の各モデル

⑤ 有害性の推論と統一尺度算出に係る指針

⑥
5用途群のリスクトレードオフ評価書 評価指針(室内暴露 経

⑥
5用途群のリスクトレ ドオフ評価書, 評価指針(室内暴露, 経
口暴露, 費用推計)

11／16事業原簿 Ⅳ-1～2

安全科学研究部門

Ⅳ．実用化の見通し

研究開発成果の普及
公開

研究開発成果の普及

事業･成果の広報活動 成果の普及活動 (講演･講習会等)事業 成果の広報活動

新聞, ホームページを通して，事業の全
体概要と成果を紹介

産総研 安全科学

成果の普及活動 (講演 講習会等)

日本化学工業協会のケミカルリ
スクフォーラムにおける講習会
(環境排出量推計, 室内暴露, 有害産総研 安全科学

部 門 の 講 演 会
(2010年1月予定),
科学連携施策群

(環境排出量推計, 室内暴露, 有害
性の推論等, 2009年秋以降随時)
を計画中である

協力いただいている工業会(日本

化学工業日報
2008年2月12日

学 携施策群
シンポジウムで
も概要と成果の
紹介を継続

協力 ただ て る 業会(日本
産業洗浄協議会, 日本難燃剤協会,
日本ビニル工業会等)を通じた開
発成果の普及活動を継続する

今後も, 国際学術雑誌での論文発
表, 米国のリスク研究学会(SRA)
や環境毒性化学学会(SETAC)等の
学会で成果の発表を行い 同様の学会で成果の発表を行い, 同様の
研究目的をもつ国外の研究者に
も研究開発成果の情報を発信す
るる

12／16事業原簿 Ⅳ-2～3, Ⅳ-6



安全科学研究部門

Ⅳ．実用化の見通し

OECD の成果の提案
公開

OECDへの成果の提案

開発中のESDを, OECD ESDシリーズとして公開するため, OECD 暴露

• 2007年10月：事業概要とプラスチック添
加剤のESDの開発の目的を説明

開発中 を, リ し 開する , 暴露
評価タスクフォース(TF)で活動を開始

加剤のESDの開発の目的を説明

• 2008年10月：プラスチック添加剤のESD
開発状況とその成果のTFへの貢献を説明

• 2009年11月：プラスチック添加剤のESD• 2009年11月：プラスチック添加剤のESD
開発状況を中間報告し, 取り扱いを議論
する予定

洗浄剤(工業用)のESDについても説明する洗浄剤(工業用)のESDについても説明する
予定

• 2010年4月頃：両ESDのドラフト版を提出の予定

開発中のモデル(室内暴露 環境動態 環境媒体間移行暴露)について開発中のモデル(室内暴露, 環境動態, 環境媒体間移行暴露)について
も, それらの情報を, 暴露評価TFで管理する化学物質リスク評価モデ
ル(Chemical Risk Assessment Models)データベースに新規に登録あ
るいは情報のアップデ トを行なうるいは情報のアップデートを行なう

• 加盟国への成果を発信する

13／16事業原簿 Ⅳ-4～6

安全科学研究部門

Ⅳ．実用化の見通し

波及効果
公開

波及効果

産業の健全な発展

リスクトレードオフ解析手法 成果の直接的効果

産業の健全な発展

開発技術 波及のイメージ

情報不足による不確

・暴露情報の補完手法
・有害性情報の推論手法

化学物質の流通経路の各段階に位置する
企業が自主的に使用物質の排出削減対策と
物質代替を検討し, 費用対効果に優れた合理
的なリ ク削減対策を意思決定 きる

情報不足 よる不確
実性を低減, 定量化

しつつ

的なリスク削減対策を意思決定できる

波及効果
社会経済分析手法

WSSDの合意達成に寄与できる

流通経路全体で化学物質を適正に管理し
て, 2020年までに化学物質の悪影響を 小

社会経済分析手法

リスクトレードオフ評価書
評価指針

化する方法で使用, 生産されることを目標

国民福祉の向上に寄与する産業の健全な
発展が期待できる

評価指針

14／16事業原簿 Ⅳ-6～7



安全科学研究部門

Ⅳ．実用化の見通し

波及効果
公開

波及効果

行政による化学物質管理の推進行政による化学物質管理の推進

開発技術 波及のイメージ

リスクトレードオフ解析手法 成果の直接的効果リスクトレ ドオフ解析手法
改正化審法で新たに導入されるリスク評

価を優先的に行うべき｢優先評価化学物質｣
の多くは既存情報が少ないと考えられ, 暴露
情報の補完手法と有害性の推論手法がリ

不確実性の解析
を含む

暴露情報の補完手法

情報の補完手法と有害性の推論手法がリス
ク評価に活用できる

難分解性で長期毒性を有し, ヒトや環境生
物に被害を生じる可能性がある｢第二種特定

を含む

有害性情報の推論手法

社会経済分析手法 物に被害を生じる可能性がある｢第二種特定
化学物質｣の適切な管理の検討に活用できる

波及効果

リスクトレードオフ評価書
評価指針

社会経済分析手法

波及効果

既存化学物質を含む包括的管理制度を導
入し, 流通過程での適切な化学物質管理を図
る改正化審法に基づく 行政による化学物質

評価指針

る改正化審法に基づく, 行政による化学物質
管理の促進が期待できる

15／16事業原簿 Ⅳ-6～7

安全科学研究部門

Ⅳ．実用化の見通し

波及効果
公開

波及効果

企業の競争力の強化企業の競争力の強化

開発技術 波及のイメージ

リスクトレードオフ解析手法 成果の直接的効果

企業自らがリスクトレードオフを解析で
き, リスクを低減可能な新規代替物質を開発
し, 製造, 輸出, 販売, 使用できる

暴露情報の補完手法

有害性情報の推論手法

暴露や有害性の情報が少ない化学物質の
リスクを低コストで科学的に評価できる社会経済分析手法

波及効果

国際的なリスクベースの化学物質管理の
動きに対応して新規化学物質を開発し, 国内
外 上市する との意思決定が容易となり

リスクトレードオフ評価書
評価指針

外で上市することの意思決定が容易となり,
コミュニケーションにも有効である

企業にリスク評価を求める欧州のREACH
規制への対応も容易となる規制への対応も容易となる

企業の競争力の強化への寄与が期待できる

16／16事業原簿 Ⅳ-6～7
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ÍÎÏÐÑÒÓáâ�}x�7²��R`aý����F#i�ò
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ÍÎÏÐÑÒÓáâ�¶·h��`aý���%t�?I{

�õî6(mL/min) 20 40 60 20 20 20 20 20 20

bch�,�0 28 28 28 40 60 28 40 28 40
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安全科学研究部門

「化学物質の 適管理をめざす
リスクトレードオフ解析手法の開発」リ クトレ ドオフ解析手法の開発」

中間評価分科会説明資料

資料７－２

議題６ プロジェクトの詳細説明
化学物質含有製品から 直接６－２ 化学物質含有製品からヒトへの直接

暴露等室内暴露評価手法の確立（公開）

平成２１年７月３０日（木）平成２１年７月３０日（木）

独立行政法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門独立行政法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門

東野 晴行

1/14事業原簿 III-2-2-1～11

安全科学研究部門

公開

モデル関係の以下の研究開発項目を３つ続モデル関係の以下の研究開発項目を３つ続
けてご紹介させていただきます。

②化学物質含有製品からヒトへの直接暴露等
室内暴露評価手法の確立

③地域スケールに応じた環境動態モデルの開発③地域スケールに応じた環境動態モデルの開発

④環境媒体間移行暴露モデルの開発

2/14事業原簿 III-2-2-1～III-2-4-8



安全科学研究部門

本研究開発項目の位置づけ
公開

本研究開発項目の位置づけ
暴露情報の補完

環境中濃度推定

大気モデル

河川モデル

環境排出量推定

排出シナリオ文書

室内暴露推定

室内暴露推定ツール

経口摂取量推定

海域モデル

摂 定

媒体間移行暴露ﾓﾃﾞﾙ

有害性の推論 リスクトレードオフの解析と評価書の作成有害性の推論

ヒト健康影響

推論アルゴリズム

解析手法評価指針

リスクの比較

ヒト健康ﾘｽｸの変化

生態リスクの変化

リスクトレ ドオフの解析と評価書の作成

生態影響

水生生物の種の感
受性分布推論手法

リスクトレード
オフ評価書費用効果分析

社会経済分析

解析手法評価指針生態リスクの変化

本事業では、観測データ等の暴露情報が乏しい場合の補完ため、大気、河川、
海域、室内及び媒体間移行暴露モデルの開発を実施する。

3/14

開発したモデルを用いて、リスク・トレードオフ解析を行う。

事業原簿 III-2-2-1～III-2-4-8

安全科学研究部門

各研究開発項目の年次展開各研究開発項目の年次展開
公開

各研究開発項目の年次展開各研究開発項目の年次展開
研究項目 Ｈ２０ Ｈ２１ 中間目標 Ｈ２２ ～ ２３ 終目標

室内暴露
長期の放散・吸着試
験、ツールの開発 開発予定

のフルス

放散量測定・推定式構築

生活・行動パターン
アンケート

データベース構築

ボ ク デ 作成

プロトタイプ
モデル（機能
や適用地域

のフルス
ペックのモ
デルを完成
し 般公

大気

計算の高速化、汎用
パソコンへの移植、発
生源周辺の高解像度

ボックスモデル作成

関東地方 デ 作成 検証

拡散モデルへ組み込み

が限定され
た試作品）を
構築

し、一般公
開

様々な

環
境
動

大気
生源周辺の高解像度
化

河川
難分解性・高蓄積性
物質への対応

関東地方モデル作成・検証

全国１級河川モデル作成・検証

河川流量・濃度予測

主にプロジェ
クト内での利

様々な
人々が、リ
スク評価・
トレードオ

動
態

物質への対応

海域
日本の主要海域（伊
勢湾、瀬戸内海）への

全国１級河川モデル作成 検証

生物蓄積モデル構築

東京湾モデル作成・検証
用

トレ ドオ
フ解析に利
用

拡張

媒体間移行
金属類への対応、各
モデルの統合

東京湾モデル作成 検証

媒体間（土壌、農畜産物）モデル構築

大都市域 暴露 デ 作成 検証

4/14

モデルの統合
大都市域での暴露モデルの作成・検証

事業原簿 III-2-2-1～III-2-4-8



安全科学研究部門

室内暴露評価手法開発の目的室内暴露評価手法開発の目的
公開

室内暴露評価手法開発の目的室内暴露評価手法開発の目的
【行政、業界】【行政、業界】

例えば、住宅用建材を、物質Aから物質Bに代替した場合、日本全体のリスクは
どう変化するか、を知りたい。

→ 集団としての暴露・リスクの把握 ワーストケースのような点推定でな
く 全人 がど ような暴露状況に

【消費者】

自分のリスクを簡便に知りたい。自分のようなタイプの家だと、どれくらいのリス

く、全人口がどのような暴露状況に
あるのか知りたい

クが想定されるのか？
→ 個人としての暴露・リスクの把握

簡単な項目の入力だけで、大ざっ
ぱにでも暴露レベルを推定できるよぱにでも暴露 ルを推定できるよ
うにする

このようなニーズを満たすツールの開発

特定の家 モデルハウスのような状況を詳特定の家、モデルハウスのような状況を詳
細に再現するものではダメである

5/14事業原簿 III-2-2-1～2

安全科学研究部門

室内暴露評価ツールの構成室内暴露評価ツールの構成
公開

室内暴露評価ツールの構成室内暴露評価ツールの構成

大気 デ
ESD

評価対象 モジュール パーツ データ

①室内暴露評価 構築

集団暴露

大気モデル
(ADMER等)

室内濃度

ESD

期 未知 着

放散速度推定式 チャンバー試験結果

①室内暴露評価ツールの構築

集団暴露
室内濃度
推定（ボッ

クスモデル）
既存文献

日本の全人口
の暴露レベル
の分布を推定

長期 未知 吸着
･試験装置の検証
･長期放散試験
･吸着試験発生源種類、個数の推定

建物面積、換気係数等の推定

個人暴露

既存文献の分布を推定 建物面積、換気係数等の推定

②暴露ツールを使うための各種パラメータの整備(NITE)

データベース
行動パターン
住環境情報

etc

アンケート
調査結果

簡便に暴露レ
ベルを推定
（個人属性か
ら、集団中の

etc.
既存文献

順位を推定）

6/14事業原簿 III-2-2-2



安全科学研究部門

中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）
公開

中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）中間目標の達成度（室内）
中間目標 成果 達成度

（全体として） ○

受動暴露と消費者製品暴露を
評価する二つの室内吸入暴露

デ プ プ

平成21年度末までに、壁紙・床材などからの受動暴露及び電

化製品等の使用による消費者製品暴露の両方を評価できる室
内吸入暴露モデル（ボ クスモデル）のプロトタイプを構築し

○

モデルにつき、プロトタイプを構
築する。

内吸入暴露モデル（ボックスモデル）のプロトタイプを構築し、
中間目標は達成できる見込みである。

暴露量推定のために必要な各 マイクロチャンバーを用いて標準試料の放散速度（VOC50種 ○暴露量推定のために必要な各
種パラメータ（室内放散量など）
については、特にプラスチック
添加剤、溶剤・溶媒について既
存データを収集し、整理すると

類）と吸着係数（VOC8種）の測定を行い、得られたデータに基

づき、複数の部材の組み合わせた製品の放散速度推定式を
構築するとともに、実測値と比較し、推定式が妥当であることを
確認した。また、化学物質の物性と吸着に関するパラメータの

○

存デ タを収集し、整理すると
同時に、実験データが少ない化
学物質についてのパラメータを
実測で補いつつ、製品の物性と
用途、化学物質の用途と物性

間に関連性があることを確認した。

住環境情報（住居の容積・間取り、換気回数、家電等使用時間
等）、行動パターン（防虫剤・殺虫剤使用頻度、洗剤使用頻度用途、化学物質の用途と物性

の関数として推定できるような
推定式のセットを策定し、上述
の室内吸入暴露モデルに組み
込み、公開する。

等）についてアンケートによる調査（Web調査）を行い、代表値
を決定した。

平成21年度末までに、アンケート調査等で得られた集計・解析込み、公開する。
結果を、Webサイト上で公開する予定であり、中間目標を達成
する見込みである。
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安全科学研究部門

放散速度推定式の構築放散速度推定式の構築
公開

放散速度推定式の構築放散速度推定式の構築
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複数の製品（部材）の存在下では、正味放散速度をモデル化が重要
カーペットから出た物質が壁紙に吸着する現象を再現
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安全科学研究部門

マイクロチャンバーの開発と未知物質対応の検討マイクロチャンバーの開発と未知物質対応の検討
公開

マイクロチャンバ の開発と未知物質対応の検討マイクロチャンバ の開発と未知物質対応の検討

複数・長期間試験用装置（マイクロチャンバー）を開発
– 気密性試験→問題なし（出入り口の差1%以内）気密性試験→問題なし（出入り口の差1%以内）

– 物質移動速度→問題なし（9～18 m s-1）

– 回収率→問題なし（31物質で既存方法の0.8～1.4倍）

– 濃度の測定→既存方法と相関（27物質でrが0.8以上）

省スペース
→従来の1/6

安価
→従来の1/4濃度 測定 既存方法 相関（ 物質 以 ）

未知の化学物質放散速度推定方法の検討
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化学物質の物性（沸点，飽和蒸気圧）や部材

沸点沸点 の性質（表面粗度）と、長期の放散速度の関
係を調査している
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安全科学研究部門

発生源種類 個数の推定発生源種類 個数の推定
公開

発生源種類・個数の推定発生源種類・個数の推定
自治体別床面積別戸数 自治体別建て方別平均値

• 全国消費実態調査のデータを解析した
ところ，延べ床面積と耐久消費財所有

自治体別床面積別戸数
（国勢調査）

自治体別建て方別平均値
（住宅・土地統計）

ろ，延 床面積 耐久消費財所有
数量との間に相関関係があった．

– r≥0.99：テレビ，電子レンジ，炊飯器，掃除機，洋服ダンス，整理ダンス，
食器棚，ドレッサー，応接セット，等

– 0.99>r≥0.95：冷蔵庫，洗濯機，食器洗い機，ミシン，和ダンス，ベッド，
プラズマテレビ，ビデオ，ピアノ，等

自治体別建て方別床面積別
戸数（平均値と分布）

12,000

14,000

16,000
戸建て

共同

– 0.95>r≥0.90：給湯器，ラジカセ，パソコン
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自治体別建て方別床面積別
室内持ち込み数

個
数

0

2,000

0
-
1
9

2
0
-
2
9

3
0
-
3
9

4
0
-
4
9

5
0
-
5
9

6
0
-
6
9

7
0
-
7
9

8
0
-
8
9

9
0
-
9
9

0
0
-
1
1
9

2
0
-
1
4
9

5
0
-
1
9
9

0
0
-
2
4
9

5
0
以

上

放散量

放散速度推定式ESD

1
0

1
2

1
5

2
0

2
5放散量

延べ床面積(m2)

10/14事業原簿 III-2-2-8



安全科学研究部門

生活・行動パターンの調査と解析生活・行動パターンの調査と解析公開生活 行動パタ ンの調査と解析生活 行動パタ ンの調査と解析
住環境情報（住居容積・間取り、換気設備、家電・家具個数、etc.）
行動パターン（防虫剤・洗剤等使用頻度 家電使用時間 etc ）行動パタ ン（防虫剤 洗剤等使用頻度、家電使用時間、etc.）
２回のWeb調査を実施、1080人(H19)＋1715人(H20)、全国１０ブロック

多変量解析、クロス集計等により、人の行動の相関性を把握

結果は プロトタイプモデルに組み込むとともに Webサイト上で公開結果は、プロトタイプモデルに組み込むとともに、Webサイト上で公開

ワンルーム DK・LDK 居間 寝室項目 単位 回答数 平均値 標準偏差

寝室に関する主な暴露係数(暫定値)

床材

面積 m2 2,538 16.0 25.7

滞在時間 平日 時間 2,719 8.2 3.4

休日 時間 2,706 9.5 4.4床材

窓の開閉時間 夏 時間 1,570 9.2 8.9

冬 時間 1,576 1.5 3.3

テレビの設置個数 台 1,080 0.6 0.6

使 時 時

壁材

使用時間 時間 551 3.7 3.2

PCの設置個数 台 1,080 0.3 0.5

使用時間 時間 393 4.2 4.0

タンス類の設置個数 個 1 715 2 0 1 1タンス類の設置個数 個 1,715 2.0 1.1

衣装ケースの設置個数 個 1,715 0.6 1.6
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安全科学研究部門

終目標への課題と達成見込み（室内）終目標への課題と達成見込み（室内）
公開

終目標への課題と達成見込み（室内）終目標への課題と達成見込み（室内）
終目標 達成に向けた課題 達成の見込み

（全体として） ○

受動暴露と消費者製品暴露を評価する二つの
室内吸入暴露モデルを構築し、化学物質の室
内での挙動を記述する因子を７つ以上選び、リ
スクトレードオフ解析のために 適化する。

物質代替に伴うリスクトレードオ
フを考えた場合、日本全体の集
団リスクの変化を推定する必要
がある。

○

室内吸入暴露モデルに生活行
動パターンのデータベースを内
蔵し 住環境や滞在時間の地スクトレ ドオフ解析のために 適化する。 がある。 蔵し、住環境や滞在時間の地
域分布等、複数の因子を考慮
することによって、集団リスク
評価が可能となる。 終目標
は達成できる見込みである。は達成できる見込みである。

目標精度を達成する暴露量推定のために必要
な各種パラメータ（室内放散量など）については、
５つの用途群のうちプラスチック添加剤、溶剤・
溶媒 家庭 製 学物質 存

長期間の暴露量を推定するに
は、長期の放散試験のデータ
が必要であるが、既存のものだ
け は不足し る

○

独自に開発したマイクロチャン
バーを用いた長期の放散試験、

着試験も実施 お れ溶媒、家庭用製品の化学物質について既存
データを収集し、整理すると同時に、実験データ
が少ない化学物質についてのパラメータを、製
品の物性と用途、化学物質の用途と物性の関
数と 推定 きる うな推定式 を策定

けでは不足している。

放散、吸着パラメータに関して
情報のない未知化学物質のパ

タ推定式 精度向上 た

吸着試験も実施しており、これ
らを実行することにより、 終
目標は達成できる見込みであ
る。

数として推定できるような推定式のセットを策定
し、上述の室内吸入暴露モデルに組み込む。

対象とする化学物質は３用途２０物質程度とし、
そ 選定基準は既存デ タ数が多く か パ

ラメータ推定式の精度向上のた
め、対象物質数を拡充させる必
要がある。

その選定基準は既存データ数が多く、かつ、パ
ラメータ推定の指標となる化学物質とする。
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安全科学研究部門

終目標への課題と達成見込み（室内）終目標への課題と達成見込み（室内）
公開

終目標への課題と達成見込み（室内）終目標への課題と達成見込み（室内）

終目標 達成に向けた課題 達成の見込み終目標 達成に向けた課題 達成の見込み

これらの暴露評価をリスク評価につな
げるために、生活・行動パターン等に
関する情報（製品の使用頻度などを含

特になし。 ◎

平成２１年度末に達成の見込み。
関する情報（製品の使用頻度などを含
む）を収集し、暴露係数を決定し、それ
らをデータベース化し、公開する。
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安全科学研究部門

特許 論文 外部発表等の件数特許 論文 外部発表等の件数
公開

特許、論文、外部発表等の件数特許、論文、外部発表等の件数
（室内）（室内）

区分 特許出願 論文 その他外部
発表(学会発

年度

発表(学会発
表等)国内 外国 ＰＣＴ

出願
査読付き その他

平成１９年度 0 0 0 0 0 0

平成２０年度 0 0 0 0 0 1平成 年度 0 0 0 0 0 1

平成２１年度 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 1計 0 0 0 0 0 1
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